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第1期基本計画　期末評価
まちづくりの基本方向 　「安心」が得られるまちへ

分野 　子ども・子育て

基本方針 　母子保健等の充実

100 ―

― 100

母子保健サービスの充実
3歳6か月健診受診率 ％ 89.4 100 100

新生児訪問（すこやか訪問）率 ％ 96.5 100 100

―2歳6か月健診受診率 ％ ―

97.6 100 95.2

92.1

91.4 100 90.3

100 ―

― 100 ―

100 ―96 100 97.6

95 100 96.2 100 ―

1歳6か月健診受診率 ％ 95.3 100 100

98 100 97.9 100 ―

10か月健診受診率 ％ 95.4 100 100

15,906 0 0 0 ―

4か月健診受診率 ％ 97.5 100 100

草津市小児救急医療センター利用患者数 人 17,784 17,141 20,000小児医療の充実支援

目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

４．各施策の成果指標の状況

施策名 成果指標名 単位
平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
現在値 目標値

96.0 97.0

100.0%
実
績

93.6 97.2 98.0 ―

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 目標達成度

子育てに不安を感じる人が尐なくなる！
すこやか訪問の

利用率
%

目
標

― 95.0

妊婦健診事業
妊婦健康診査費を公費負担助成し、妊婦の健康管理の充実
及び経済的負担の軽減を図り、安心して妊娠・出産できるよう
にする。

平成9年度～（継続） Ｈ22：86,391千円
Ｈ23：90,212千円

３．各基本方針ごとのベンチマークの状況（目標達成度・Ｈ23実績）
基本方針におけるまちの目標像 ベンチマーク 単位 Ｈ21

新生児訪問事業（すこやか訪
問事業）

子育ての不安や心配の多い時期に全戸訪問し、母子の状況
把握や相談、助言を行い、不安の軽減を図るとともに、育児支
援の必要なケースを早期発見し、適切な子育て支援サービス
等につなげる。

平成20年8月～（継続）
Ｈ22：9,983千円
Ｈ23：11,133千円

不育治療費助成事業
不育治療に要する費用の一部を助成し、経済的負担の軽減を
図る。

平成２４年度（新規） 　　　￣

小児救急医療推進事業

　子どもが急な発熱や病気などの緊急時に、平日の夜間や休
日でも小児科専門医による診療が受けられるよう「草津市小児
救急医療センター」を開設してきた。市は、センターを開設・運
営する病院として指定した社会医療法人誠光会草津総合病
院等に支援を行ってきた。

H22～23 Ｈ22：58,844千円
Ｈ23：5,928千円

乳幼児健診

乳幼児の病気や障害の予防・早期発見・早期対応を行うととも
に、養育者の相談に応じ、子どもの健全な育成、健康増進を
図る。4か月、10か月、1歳6か月、3歳6か月健診に加え、Ｈ２３
度より2歳6か月健診を開始した。

昭和32年～（継続）
Ｈ22：25,796千円
Ｈ23：29,067千円

政策体系

１．第１期基本計画期間における取組みの概要
・関係機関と連携を図るなかで、子どもの急な病気や体調の変化に対応する小児救急医療を持続的に提供できるよう取り組んできた。
・従来の乳幼児健診に加え、Ｈ２３年度より、幼児期の発達の中で、言葉や社会性を含む心身の発達のめざましい2歳6か月時の健診を追加。発達障害
等の早期発見・早期支援を行うことや、養育者の相談・支援を行い、よりきめ細かに乳幼児の健康な成長発達、適切な養育に向けた子育て支援の強化
を図った。また、乳幼児健診受診率、新生児訪問（すこやか訪問）率の向上を目指し、Ｈ23年度より未受診・未訪問者に対し、通知や電話による個別勧
奨を実施した。

２．第１期基本計画期間における主な事業と成果（リーディングプロジェクト、マニフェスト事業、主軸事業等）
事業名 事業概要 実施年度 事業費（決算額・千円）

基本方針の概要 第1期計画策定時の現況 第1期計画策定時の課題

医療機関等との連携のもとで周産期から母子の健康を守
るとともに、養育者に対して適切な相談・助言・指導を積
極的に行っていきます。

尐子化や小世帯化、都市化と地域関係の希薄
化、若年・高齢出産の増加、社会経済情勢の悪
化などにより、家庭の“子育て力”が弱まっていま
す。

「子育てが孤立している」「子どもとの接し方
がわからない」など、子育てに不安や問題を
抱える家庭を、地域社会として支援する必
要があります。

母子保健等の充

実

（基本方針） （施 策）

小児医療の充実支援

母子保健サービスの充実

関係機関と連携を図るなかで、子どもの急な病気や体調の変化に対応する小児
救急医療を持続的に提供できるよう取り組みます。

子どもの健全な育成、健康増進を図り、病気等の予防・早期発見・早期対応に
努めるとともに、「すこやか訪問」や家庭訪問などを通じて、養育者の子育てを支
援します。

（施策の概要）
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日曜日・祝休日および年末年始に休日急病診療所を開設することで、休日における診療体
制の充実を図り、市民が安心して医療を受けられる体制を湖南保健医療圏4市による広域
行政にて整える。

乳幼児の病気や障害の予防・早期発見・早期対応を行うとともに、養育者の相談に応じ、子
どもの健全な育成、健康増進を図る。4か月、10か月、1歳6か月、2歳6か月、3歳6か月健診
を実施。

子育ての不安や心配の多い時期に全戸訪問し、母子の状況把握や相談、助言を行い、不
安の軽減を図るとともに、育児支援の必要なケースを早期発見し、適切な子育て支援サービ
ス等につなげる。

不育治療に要する費用の一部を助成し、経済的負担の軽減を図る。

現行の助成額から国の示す標準額に引き上げることで、妊婦の経済負担の更なる軽減を図
る。

計画年度

５．第１期基本計画の成果実績

・H18.4.1にオープンした「草津市小児救急医療センター」は、H23.3.31まで5年間延べ87,928人の子どもの急患を診療してきたが、社会
医療法人誠光会草津総合病院を同センターの開設・運営を行う病院としての指定更新を目前に小児科医師の確保が出来なかったことか
ら、H23.4.8に指定取消しとなり、その後も休止状態が継続している。
・新生児訪問（すこやか訪問）の全数訪問を目指し、H23年度より未訪問のケースに対し通知による個別勧奨を実施したことで、訪問率をさ
らにアップすることができた。さらに、尐子化対策の一環として、H24年度より不育治療費助成事業を実施し、経済的負担の軽減を図り、母
子保健サービスのさらなる充実に努めた。

事業概要

妊婦健診事業 （継続）

（継続）

（継続）

休日急病診療所管理運営事
業
【(10)-１-③の再掲】

H25～28

不育治療費助成事業

新生児訪問事業（すこやか訪
問事業）

乳幼児健診 （継続）

事業名

６．現状、第１期基本計画期間中の新たな環境変化および今後の課題

・「小児医療体制の再構築」は市長マニフェストの一つであるが、小児科医師の確保が出来ない以上、以前のスタイルでのセンター再開は
極めて困難である。
　したがって、今後は湖南広域休日急病診療所がその役割の一部を担い、草津栗東、守山野洲の医師会、薬剤師会の協力を得て、湖南
保健医療圏域での広域的な初期救急医療体制の構築を目指す。
・子育てにおける相談件数は年々増加傾向にあり、育児をとりまく環境はさらに多様化し、求められる支援も複雑になっていると考えられ
る。妊婦健診や乳幼児健診、すこやか訪問等を受けていない方に対しても個々に応じた柔軟な支援を実施し、妊娠、出産、育児の不安を
軽減できる環境を作っていくため、今後はさらに関係機関との連携を強化していく必要がある。

７．第２期基本計画期間における課題解決のための主な取組み（案）
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第1期基本計画　期末評価
まちづくりの基本方向 　「安心」が得られるまちへ

分野 　子ども・子育て

基本方針 　就学前教育・保育の充実

幼稚園ステップアップ推進事
業

教師の資質向上や幼児に学びの力を培う取り組みを行い、各
幼稚園が特色を生かした幼児教育の充実を図った。

H22～H24年度
H21         -  千円
H22     1,440千円
H23     1,385千円

0.0%
実
績

92 95 138 ―

Ｈ23 Ｈ24 目標達成度

保育所待機児童数 人

目
標

― 60 30 0

基本方針におけるまちの目標像 ベンチマーク 単位 Ｈ21 Ｈ22

家庭的保育事業
保育士が自宅等で低年齢児（０～２歳児）を対象とした保育を
行う家庭的事業を開始し、低年齢児保育の充実を図った。

H22～H24年度
H21         -  千円
H22     9,321千円
H23   19,234千円

発達支援センター運営事業
障害児等の地域支援の拠点として、相談業務や特別支援教
育への支援、訪問による相談業務および青年、成人期の方々
への相談支援を行なった

H19年度～
H21　12,758千円
H22　11,657千円
H23　16,529千円

就学前の障がい児が保護者とともに通園し、日常生活におけ
る基本的な動作の指導、知能技能の付与、集団生活への適
応訓練など療育を行なった。

継続

公立保育所施設整備事業
公立保育所において、老朽化が進む施設の改築を行うととも
に、耐震改修に着手し、児童の保育環境の整備と保育所の安
全性の向上を図った。

継続
H21           0千円
H22    7,497千円
H23       227千円

公立幼稚園施設整備事業
公立幼稚園において、老朽化が進む施設の改築を行うととも
に、耐震改修に着手、実施し、児童の保育環境の整備と保育
所の安全性の向上を図った。

継続
H21   14,128千円
H22 238,390千円
H23 401,352千円

実施年度 事業費（決算額・千円）

民間保育所施設整備事業
私立認可保育園の施設整備を推進し、定員増による待機児
童の解消と児童の保育環境の改善を図った。

継続
H21 381,733千円
H22           0千円
H23 178,275千円

未就学の子どもに対して必要な保育・発達支援と適切な
教育を提供し、併せて、家庭が子育て期に安心して仕事
と子育てを両立できるよう支援します。

学びの基礎となる体力や豊かな情操、道徳性を
培うために幼稚園、保育所（園）において就学前
の子どもの教育・保育を実施しています。

 就学前の教育の充実を図るために、幼保が
連携し、教育・保育の取り組みの統一を図る
必要があります。

政策体系

１．第１期基本計画期間における取組みの概要
社会で子育てを支え、子どもたちがたくましく健康に育つことのできる環境づくりに向けて、取り組みを行った。
・就学前教育・保育の充実に向けて、幼稚園と保育所の連携を強化するとともに、幼児教育と保育の一体的な提供に向けた検討に着手した。
・多様な保育ニーズに応えるために、家庭的保育事業を開始したほか、一時預かり等の特別保育事業を推進した。
・障がいの早期発見から、児童の発達に応じた療育の実施、来所や巡回による相談など、乳幼児期から成人期までライフステージに応じて一貫して提供
した。
・待機児童の解消に向けて、民間保育所の整備によって、保育定員の増を図るとともに、公立の保育所・幼稚園の改築や耐震化を推進し、保育環境の整
備を行った。

２．第１期基本計画期間における主な事業と成果（リーディングプロジェクト、マニフェスト事業、主軸事業等）
事業名 事業概要

基本方針の概要 第1期計画策定時の現況 第1期計画策定時の課題

安心して子どもを預けられる！

湖の子園運営事業
H21　43,411千円
H22　58,405千円
H23　30,669千円

３．各基本方針ごとのベンチマークの状況（目標達成度・Ｈ23実績）

就学前教育・保育

の充実

（基本方針） （施 策）

就学前教育の充実

保育サービスの充実

援助を要する子どもへの支

援の充実

保育所（園）・幼稚園の施

設整備

幼稚園と保育所の連携を促進し、発達に応じた細やかな心配りのもとでの子ども

の育成、また、子どもそれぞれの人間形成の基礎づくりとなる様々な体験活動の

充実に努めます。

多様な保育ニーズに対応できるよう保育サービスの充実を図るとともに、その質

の向上に努めます。

障害や発達の遅れのある子どもの日常生活や学習がより充実するよう、一人ひ

とりにきめ細かい支援を行っていきます。

多様化する保育需要に応えるための施設整備と、安全で安心な保育環境の充

実に努めます。

（施策の概要）
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2

3
集団との関係をはじめ、社会性の発達や学齢期に向けて認知機能の発達が著しい５歳児に
ついて、就学を見越した支援を開始できるよう、５歳児巡回相談を行い、早期発見と対応支
援を行う。

―％ ― 2.1

48 50 ―

―

―

５歳児相談事業 ２５年度～

H21年度～

50.0 2.2 99.0

2,260 2,390

事業名 計画年度

2,380

事業概要

幼保一体化推進事業

公立保育所施設整備事業

幼稚園と保育所（園）の良さを取り入れた質の高い学校教育と保育の一体的な提供の実現
に向け、幼保一体化を推進する。

公立保育所において、老朽化が進む施設の改築を行うとともに、耐震改修に着手し、児童の
保育環境の整備と保育所の安全性の向上を図る。

100.0 100.0 ―

H24年度～

７．第２期基本計画期間における課題解決のための主な取組み（案）

・さらなる保育需要の伸びが見込まれることから、平成２４年度を重点整備年度とし、約２００人定員規模の私立認可保育園の整備を行い、
引き続き待機児童解消に向けた取り組みを行う。今後も保育需要の推計を継続し、適切な待機児童対策を実施する必要がある。
・引き続き、公立保育所の耐震化を実施するとともに、老朽化が進む公立保育所・幼稚園の施設更新の検討を推進する必要がある。
・質の高い幼児教育と保育の提供に向けて、今後、「草津市幼保一体化検討委員会」等による検討を踏まえ、本市の実情を踏まえた幼保
一体化を推進する必要がある。
・社会全体で発達障害についての認知、認識が広がっており、ニーズの高い巡回相談や学齢期以降の相談および青年成人期への支援を
充実させるため、職員体制や力量の向上などが必要である。

幼稚園施設耐震化率 ％ 30.0 100.0 100.0 30.0 100.0

93.5 100

50

100.0 100.0 100.0

児童デイサービスセンター受入人数 人 40 40 50 50

％ 33.3 100.0

第五保育所整備進捗率

94.8 100

2,260 2,390

― 2.0

―

保育サービスの充実 保育所入所率 ％ 95.5 100

保育所施設耐震化率

要経過観察児集団指導グループ数 グループ 2

98 95以上 98 95以上 ―

保育所定員 人 2,170 2,380

100

就学前教育の充実 幼稚園は楽しい ％ 97 95以上 95以上

目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

４．各施策の成果指標の状況

施策名 成果指標名 単位
平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

現在値 目標値

援助を要する子どもへの支
援の充実

2

６．現状、第１期基本計画期間中の新たな環境変化および今後の課題

・平成２１年度以降、私立認可保育園１園の新設と２園の増改築を推進し、保育定員２１０人の増加を図った。
・平成２２年度から、家庭的保育事業を開始し、平成２３年度までに４箇所（定員計１２人）の開設を行った。
・公立幼稚園において、耐震化を完了するとともに、老朽化が進む笠縫幼稚園の園舎改築を実施した。
・公立保育所において、耐震化を推進するとともに、老朽化が進む第五保育所の園舎改築に着手した。
・発達障害への認知度の高まりと、切れ目のない相談支援の継続を求める利用のニーズを受け、通所支援、地域支援、相談支援を一体的
に行なう「発達支援センター」として再編した。また、早期療育を実施する湖の子園では、事業内容を充実し、週５日通園のクラスを設置し、
毎日の生活リズムを積み上げ、保育所・幼稚園など更に大きな集団にスムーズに移行していけることを目指した。

５．第１期基本計画の成果実績

601 650 700

2 2 3 3

―650

3

保育所（園）・幼稚園の施設
整備

―

発達支援センター相談者数 人 536

100.0 33.3

550 600
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基本方針の概要 第1期計画策定時の現況 第1期計画策定時の課題

放課後児童の健全育成を支援するため、「放課後子ども
プラン」に基づき、児童育成クラブ等の運営充実を図って
いきます。

 放課後児童の家庭に代わる生活の場として良
好な環境のもと、遊びや生活を通したその子ども
の健全育成を図っています。

必要とする放課後児童がすべて入会できる
児童育成クラブ等の整備と、その毎日の生
活の場としての環境の充実が求められてい
ます。

政策体系

１．第１期基本計画期間における取組みの概要

・就学児童を持つ家庭の仕事と子育ての両立を支援するため、放課後児童育成クラブ（のびっ子）を、市内全小学校（１３小学校）に公設民営として開設
した。また、各地域の児童数の増加や保育ニーズを把握し、施設を増設するなど、定員の増加を図った。
・放課後における児童の安全な居場所づくりとして、地域のサポーター、ボランティアなどの協力のもと、平成２１年度から平成２３年度において、「放課後
子ども教室(放課後子どもひろば)」を志津小学校と草津第二小学校で開設した。

２．第１期基本計画期間における主な事業と成果（リーディングプロジェクト、マニフェスト事業、主軸事業等）
事業名 事業概要 実施年度 事業費（決算額・千円）

児童育成クラブ運営事業

就学児童の放課後の健全育成を図る児童育成クラブ「のびっ
子」を指定管理者に委託し、運営を行った。なお、定員に余裕
のある「のびっ子」について、平成２２年度には小学校５年生、
平成２３年度には小学校６年生まで児童の受け入れを行った。
H２２　公設民営　１２箇所　民設民営１箇所
H２３　公設民営　１３箇所（全「のびっ子」公設民営）

昭和６１年～
H２２：197,874千円
Ｈ２３：198,320千円

児童育成クラブ施設整備事業

児童の健全な育成環境の整備を図るため、利用者の増加して
いる「のびっ子」について増設を行うとともに、小学校の余裕教
室の施設環境の改善のため、施設改修を行った。
H２２　のびっ子老上施設整備、のびっ子志津２増設工事
H２３　のびっ子矢倉増設工事、のびっ子山田、常盤改修工事

昭和６１年～ H２２：109,928千円
Ｈ２３：30,160千円

放課後子どもプラン推進事業

・放課後における児童の安全な居場所づくりの確保のため、学
童保育延長のモデル事業として、「放課後子どもひろば」を志
津小学校と草津第二小学校で開設した。
・対象学年:１年生～６年生　　基本:週１回開催　　場所：各小
学校体育館、図書室、音楽室等
　　　　　　　　　　参加児童数    　　　実施回数(２箇所計)
平成２２年度　　　　９６人　　　　　　　　　　　６４回
平成２３年度　　　　８０人　　　　　　　　　　　６０回

平成２１年度
～

平成２３年度

H22:3,667千円
H23:3,674千円

３．各基本方針ごとのベンチマークの状況（目標達成度・Ｈ23実績）
基本方針におけるまちの目標像 ベンチマーク 単位 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 目標達成度

放課後の子どもが地域で安心して過ごせる！ 児童育成クラブの定員 人

目
標

― 840 900 970

95.9%
実
績

810 870 930 ―

目標値 実績値

４．各施策の成果指標の状況

施策名 成果指標名 単位
平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

「放課後子ども教室」の展開

目標値 実績値 目標値 実績値現在値 目標値

児童育成クラブ入会率 ％ 97.4 100.0 100.0児童育成クラブの充実 98.5 100.0 95.4 100.0 ―

登録児童保護者の満足度 ％ ― ― 80.0 85.2 90.0 廃止 90.0 ―

第1期基本計画　期末評価
まちづくりの基本方向 　「安心」が得られるまちへ

分野 　子ども・子育て

基本方針 　放課後児童対策の充実

放課後児童対策
の充実

（基本方針） （施 策）

児童育成クラブの充実

「放課後子ども教室」の展

開

子どもが安全で安心でき、健やかに育まれる放課後の活動場所の確保のため、
児童育成クラブの充実と施設の整備を図ります。

地域の様々な人の参画を得ながら、遊びや交流活動を通じた放課後児童の健
全育成を図ります。

（施策の概要）
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５．第１期基本計画の成果実績

６．現状、第１期基本計画期間中の新たな環境変化および今後の課題

７．第２期基本計画期間における課題解決のための主な取組み（案）
事業名 計画年度

　放課後児童の居場所となる児童育成クラブの施設整備や施設改修を行うことにより、就学児童を持つ家庭の仕事と子育ての両立を支
援することができた。
　「放課後子ども教室」については、学童保育対象学年の延長のためのモデル事業として実施してきたが、市内の小学校に空き教室が
ほとんどなく、実施できる曜日や時間帯が限られること、また活動を支えていただく地域の方々によるサポーターの安定的な確保が困難
であることなどの課題があったなかで、児童育成クラブの受け入れ対象学年を段階的に引き上げたこと、定員や施設の拡充を図ったこと
など、児童育成クラブ事業の充実に努めたことから、平成２３年度をもって終了とした。

　共働き世帯の増加や、保育ニーズの高まりにより、児童育成クラブ「のびっ子」のニーズが高まっている。また、児童数の増加の著しい
一部の地域においては、申請者数が定員を上回り、待機児童を発生することとなった。
　今後についても、各地域のニーズを把握し、適正な施設環境の整備を図るとともに、保育の質や専門性の向上を図るため、児童育成ク
ラブ「のびっ子」指導員の研修会等を開催し、各「のびっ子」の運営の充実を目指す。

事業概要

Ｈ２５～２８のびっ子老上運営事業

老上小学校は、児童の著しい増加に伴い、平成２８年度に分離を予定している。そのような
中、のびっ子老上についても、平成２４年度から申込者数が増加し、今後、さらに入会希望
者の増加が見込まれることから、老上小学校の分離までの間、現有施設外の施設を借用し、
臨時的に定員を増員し運営する。
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第1期基本計画　期末評価
まちづくりの基本方向 　「安心」が得られるまちへ

分野 　子ども・子育て

基本方針 　地域ぐるみの子ども・子育て支援

H21　14,984千円
H22　11,078千円
H23　19,079千円

H21　17,509千円
H22　12,301千円
H23　12,665千円

H21　　4,355千円
H22　　7,840千円
H23　12,731千円

29.0

子育ての不安や悩みを軽減し、子どもの健やかな育ちを支援
するため、子育て親子が気軽に集い、相談や交流する「つどい
の広場」を３箇所で実施した。

地域子育て支援センター運営
事業

子育て支援事業

つどいの広場事業

子育て支援センターでは、子育てをしている保護者と就学前
の子どもの遊び場の提供や育児相談、子育てに関する様々な
情報提供、サポートなどを行った。

仕事と子育ての両立や地域での子育てを支援するため、ファミ
リー・サポート・センターで、会員相互の援助活動を行った。

66.3%
約21.2 ―

Ｈ23 Ｈ24

家庭の子育て力が高まる！
つどいの広場
利用者数

千人
（延べ）

目
標

― 32.024.0

実
績

約13.0 約17.1

３．各基本方針ごとのベンチマークの状況（目標達成度・Ｈ23実績）
基本方針におけるまちの目標像 ベンチマーク 単位 Ｈ21 目標達成度

乳幼児福祉医療助成事業
乳幼児福祉医療費の助成により、子育て家庭の経済的負担の
軽減を図った。

S48～（継続）
H21　255,627千円
H22　282,179千円
H23　295,575千円

小中学生入院医療費助成事
業

小中学生入院医療費の助成により、子育て家庭の経済的負担
の軽減を図った。

H20～（継続）
H21　5,400千円
H22　5,310千円
H23　7,285千円

Ｈ22

家庭児童相談指導事業
児童虐待の防止、早期発見・早期対応に努めるとともに、子ど
もとその家族の健全な生活の回復に向けた支援を行うため、
相談体制の充実や関係機関等の連携を図ったた。

S62～（継続）
H21　　9,740千円
H22　10,617千円
H23　18,184千円

ひとり親家庭等支援事業
ひとり親家庭等の自立と生活の安定のため、相談体制、日常
生活の支援や経済的支援などを行った。

継続
H21　2,823千円
H22　2,610千円
H23　2,641千円

１．第１期基本計画期間における取組みの概要

・子育て支援センターを総合窓口として、「地域子育て支援センター」、「つどいの広場」、「地域の子育てサークル」と連携を図りながら、子育て施策を推
進する。
・児童虐待の防止、早期発見・早期対応に努め、相談体制の充実や関係機関等の連携を強化した。
・ひとり親家庭等の自立と生活の安定のため、相談体制を充実させるほか、児童扶養手当等経済的支援も行った。
・子ども手当、児童手当の支給や乳幼児福祉医療費、小中学生入院医療費の助成などにより、子育て家庭の経済的負担の軽減を図った。

２．第１期基本計画期間における主な事業と成果（リーディングプロジェクト、マニフェスト事業、主軸事業等）
事業名 事業概要 実施年度 事業費（決算額・千円）

継続

継続

Ｈ19～（継続）

基本方針の概要 第1期計画策定時の現況 第1期計画策定時の課題

子育て家庭を支える地域のネットワークづくりや子育てに
ついて気軽に相談できる体制の充実、また、特別な支援
を必要とする子どもと家庭への対応の強化などを図って
いきます。また、子育てをしている人や地域の人たちに対
して、家庭教育に対する支援を行います。

子育てに不安や悩みを抱える家庭が増え、さら
には子育て家庭の経済的困窮や児童虐待問題
なども増加し深刻化しています。

地域の子育て支援ネットワークの充実ととも
に、特別な支援を必要とする子どもと家庭
については、その自立を促進する基盤の強
化が求められています。

政策体系

地域ぐるみの子ど
も・子育て支援

（基本方針） （施 策）

子ども・子育て支援、
ネットワークの充実

児童虐待の防止と
早期発見・早期対応

ひとり親家庭等への
支援の充実

子育てに伴う経済的
負担の軽減

子育てに関して、相談、情報提供、交流・仲間づくりや支援ネットワークの地域拠
点として、市民生活の身近に子育て支援センターや「つどいの広場」などを充実
させていきます。また、子育てへの不安や負担感を取り除けるよう、家庭教育に

児童虐待の防止、早期発見・早期対応に努めるとともに、子どもとその家族の健
全な生活の回復に向けた支援を行うため、係る相談体制の充実や関係機関等
の連携を強めていきます。

ひとり親家庭等の自立と生活の安定のため、相談体制、日常生活の支援や経
済的支援などを充実させます。

児童手当の支給や乳幼児福祉医療費、小中学生入院医療費の助成などにより、
子育て家庭の経済的負担の軽減を図っていきます。

（施策の概要）
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ひとり親家庭において、精神面や経済面で不安定な状況におかれている子どもに対し、大
学生等のボランティアを派遣し、相談や教育支援を図る。

乳幼児福祉医療費の助成により、子育て家庭の経済的負担の軽減を図ります。

21,185 32,000 ―

家庭児童相談指導事業 継続

子ども・子育て支援、ネット
ワークの充実

つどいの広場年間来所者数 人

児童虐待の防止、早期発見・早期対応に努めるとともに、子どもとその家族の健全な生活の
回復に向けた支援を行うため、相談体制の充実や関係機関等の連携を行う。

5,728 13,000 24,000

3,000 2,958 3,500

17,105 29,000

3,237 4,000 ―

目標値 実績値

平成24年度

子ども・子育て支援、ネット
ワークの充実

ファミリー・サポート・センター活動件数 件 2,327 2,000

４．各施策の成果指標の状況

成果指標名 単位
平成21年度

乳幼児福祉医療助成事業

子育て支援拠点事業

・「つどいの広場」の来場者やファミリー・サポート・センター活動件数については、概ね増加しているが、子育てに不安や負担を感じている
子育て家庭が多い中、目標値を達成するため、新たに開設した子育て応援サイトなどにより、一層の情報発信や子育て支援団体との連携
を図るなど、事業の啓発を図る必要がある。

・増加する児童虐待の対応については、「要保護児童対策地域協議会」を軸として各関係機関と連携して取り組む一方、児童虐待の相談
窓口を広く周知するなど市民に対して虐待防止に係る啓発活動を充実させる必要がある。また、要保護家庭、要支援家庭に対する支援
の充実も必要である。

・ひとり親家庭の所得水準は低い状態であることから、経済的、精神的に自立して安定した生活が送れるよう、相談体制の充実を図るととも
に、自立支援に向けた就業を中心とする相談業務を今後も推進する必要がある。

・社会で子育てを支え、子どもたちがたくましく健康に育つことのできるよう、子育て支援に関する制度の周知を引き続き実施していく。

継続

子育て支援センターを総合窓口として、「地域子育て支援センター」、「つどいの広場」、「児
童館」と連携を図りながら、全中学校区に子育て支援施設を設置し、子育て施策を推進す
る。

５．第１期基本計画の成果実績

・つどいの広場については、草津駅前に増設するなど、事業の拡大を図り、利用者の増加を図ることができた。また、市子育て支援セン
ターやファミリー・サポート・センターを、市庁舎内に移転し、市民の方が利用しやすいよう、子育て支援の総合窓口として、ワンストップ
サービスを提供するなど、充実を図った。

・家庭児童相談室の相談員を増員し体制の充実が図れた。

・児童扶養手当受給資格者が父子家庭についても拡大され、相談業務等についても父子家庭の相談体制の充実を図った。

・平成２２年度からの「子ども手当」の導入により、子育ての経済的負担の軽減を図った。

継続

ホームフレンド事業 平成２５年度～

事業概要

1242

７．第２期基本計画期間における課題解決のための主な取組み（案）
事業名 計画年度

1305 1250 ―

100.0

６．現状、第１期基本計画期間中の新たな環境変化および今後の課題

100.0 100.0 ―

年間出生数 延べ人数 1234 1230 1246

ひとり親家庭等への支援の
充実

1250

34.0 25.0 ―

高等技能訓練費受給者の就労に結びついた割合% 100.0 100.0 100.0

安全度回復件数 世帯

施策名

100.0

36.0 10.0 15.0
児童虐待の防止と早期発
見・早期対応

10.0 20.0

子育てに伴う経済的負担の
軽減

目標値 実績値 目標値 実績値現在値 目標値

平成22年度 平成23年度
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第1期基本計画　期末評価

まちづくりの基本方向 　「安心」が得られるまちへ

分野 　長寿・生きがい

基本方針 　いきいきとした高齢社会の実現

設定なし ―

―

―

シルバー人材センター運営
活動補助事業

就労延べ人員 人 54,785 設定なし 設定なし 52,579 設定なし 51,446

59,780 72.0 70.6 72.0 ―長寿の郷ロクハ荘管理運営
事業

利用者の満足度
（Ｈ２１・Ｈ２２は利用者数：人）

％ 56,017 60,000 60,000

72.0 74.0

地域サロン開設数 団体数 85 97 102 101 106 108 119地域サロン活動支援促進事
業

なごみの郷管理運営事業
利用者の満足度
（Ｈ２１は利用者数：人）

％ 91,558 90,000 70.0 70.1 72.0

目標値 実績値 目標値 実績値現在値 目標値 目標値 実績値

４．各施策の成果指標の状況

施策名 成果指標名 単位
平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

Ｈ21

75.0

100.0%
実
績

約70.0 70.0 81.4 ―

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 目標達成度

シルバー人材センター運営活
動補助事業

高齢者の生きがいや社会参加の促進、就業機会の増大を図
るため、高齢者の労働能力の活用に努めた。

Ｓ６1～（継続） Ｈ２２：２２，３２５千円
Ｈ２３：２９，２４１千円

地域サロンの拡大、補助金の
支給要件の緩和

ひとり暮らし高齢者や高齢者世帯が増える中で、高齢者が住
み慣れた地域で安心して生活するためには、人々との交流を
保ち、地域での支えや見守りの中で生活していくことが望まれ
るため、社会参加や閉じこもり予防を目的に、地域で支えあえ
る仕組みづくりとしての地域サロンの活性化と新規立上げに支
援した。
【Ｈ２２】　１０１カ所で実施、【Ｈ２３】　１０８カ所で実施

Ｈ１４～（継続）
Ｈ２２：５，０３０千円
Ｈ２３：５，２３０千円

高齢期になっても地域社会で活躍する人が増え
る！

地域の組織や
グループに

加入している
65歳以上の
市民の割合

％

目
標

― 71.0 73.0

３．各基本方針ごとのベンチマークの状況（目標達成度・Ｈ23実績）
基本方針におけるまちの目標像 ベンチマーク 単位

基本方針の概要 第1期計画策定時の現況 第1期計画策定時の課題

いきいきとした高齢社会の実現のため、長年の経験で
培った豊かな知識や技能を生かした取組みなどから高齢
期の健康と生きがいづくりを支援します。

いきいきとした高齢社会の実現に向けて、高齢
期の健康と生きがいづくりがますます重要となっ
てきています。

高齢期にある人が、自らの健康を維持し、
知識や経験・技能を活かして社会参加でき
るよう、そのための機会を充実させていくこと
が求められています。

なごみの郷・ロクハ荘管理運営
事業

高齢者の生きがいづくりや高齢者を中心とした生涯学習や健
康づくり、子どもや孫の世代との交流の場づくりを進めた。

なごみの郷：Ｈ１３～（継
続）

ロクハ荘：　Ｈ６～（継続）

Ｈ２２：１４３,９１５千円
Ｈ２３：１４２,８２２千円

政策体系

１．第１期基本計画期間における取組みの概要
　高齢期の健康と生きがいづくりを支援するため、長寿の郷ロクハ荘・なごみの郷の運営を行い、生涯学習や健康づくり、子どもや孫世代との交流の場づ
くりを進めた。
また、老人クラブの活動への支援、ボランティアが企画・運営する地域サロンの開催や新規立上げに向けた支援を推進することで、高齢者に対し自らの
生活の向上に努める意欲を促した。さらには、学区・地区社会福祉協議会が開催する敬老会の開催やシルバー人材センターなどの支援をすることで、
高齢者の交流と市民の間に広く高齢者の福祉についての関心と理解を深めるよう努めた。

２．第１期基本計画期間における主な事業と成果（リーディングプロジェクト、マニフェスト事業、主軸事業等）
事業名 事業概要 実施年度 事業費（決算額・千円）

いきいきとした高

齢社会の実現

（基本方針） （施 策）

高齢期の健康・生きがい

対策の充実

老人クラブやボランティア団体等の活動支援、講座等の開設、交流拠点の整備、

就業機会の確保、健康の保持増進などに努めます。

（施策の概要）
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事業概要

高齢者が参加できる多様な機会の充実として、老人クラブ活動、文化芸術活動、生涯学習
講座、シルバー人材センター、各種ボランティア活動などの支援の充実に引き続き取り組
む。

６．現状、第１期基本計画期間中の新たな環境変化および今後の課題
・少子高齢化が進み、高齢者人口が増加しているとともに、一人暮らし高齢者や高齢者世帯が増加し、家庭の中の介護力が低下してい
る。
・高齢者をとりまく地域との関係の希薄化が危惧される。
・生涯学習講座をはじめ、さまざまな活動メニューが展開されているが、さらなる高齢者人口の増加と趣味趣向の多様化に対応した学習
機会の充実を図っていく必要がある。
・ボランティアとしての人材育成と高齢者が活躍できる場を創出していく必要がある。そのうち、 一部の事業では参加者に固定化の傾向
が見られ、活動する人材層の拡大を図る必要がある。

７．第２期基本計画期間における課題解決のための主な取組み（案）
事業名 計画年度

５．第１期基本計画の成果実績

・支援制度の見直しにより、地域サロンの普及拡大に取り組み、高齢者一人ひとりがいきいきと輝き、安心して暮らすことのできるまちづく
りの推進に寄与した。地域サロンの設置数が大幅に増加した。
（Ｈ２１　８５サロン⇒Ｈ２２　１０１サロン。対前年比＋１６サロン、１８．８％増)

地域活動・社会活動などへの
参加の促進事業

（継続）

地域活動や生涯学習、生きが
いづくりの一層の充実の各事
業

（継続）

地域における高齢者の交流・
見守り活動の推進事業

（継続）
地域住民が主体となる活動である地域サロン活動の充実や小地域ネットワーク活動（地域で
のセーフティネットの構築）などを推進する。

生活様式の変化や新しい住民の転入、マンションの増加などにより、地域とのつながりが希
薄化、高齢者の孤立といった課題が生じているなか、団塊世代などを対象とした地域活動、
ボランティア活動などの参加促進、メニューの検討など一層の充実を図る。
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基本方針の概要 第1期計画策定時の現況 第1期計画策定時の課題

安心できる高齢期の生活の支援のため、介護保険サービ
スを中心とし、在宅介護や生活支援サービスなど誰もが
安心して適切に利用できるよう図っていきます。

 誰もが安心して高齢期が迎えられるよう、介護保
険サービスを基本とした生活支援のサービスを
整備し提供してきています。

制度理解の促進と個別のニーズを踏まえた
適切なサービス提供を基本に、介護予防や
認知症対策へのいっそうの取り組み充実が
求められます。

政策体系

認知症対応型グループホーム
の施設整備を促進する
（マニフェスト事業）

認知症高齢者グループホームおよび認知症高齢者デ
イサービスセンターの整備に努めた。「第４次草津あん
しんいきいきプラン事業計画分」【ＧＨ】Ｈ２２：２カ所、Ｈ
２３：１カ所　【ＤＳ】Ｈ２２：２カ所、Ｈ２３：１カ所

Ｈ２１～Ｈ２３
Ｈ２２：１０８，６０７千円
Ｈ２３：　４０，０００千円

「草津あんしんいきいきプラン」
を策定する
（マニフェスト事業）

草津あんしんいきいきプラン第５期計画を策定した。ま
た策定を目的に市民の参画を得て委員会を開催した。
Ｈ２２：３回開催、Ｈ２３：６回開催

Ｈ２２～Ｈ２３ Ｈ２２：　　５０４千円
Ｈ２３：５，０１４千円

１．第１期基本計画期間における取組みの概要

・在宅介護や生活支援サービスなど誰もが安心して適切に利用できるよう、高齢者とその家族を支援する介護保険制度や各種の福祉サービスを提供し
た。
・要支援・要介護状態になることを予防するため、介護予防事業の柱である「いきいき百歳体操」を中心に普及・啓発に努めた。（Ｈ２２：４２団体が実施、
Ｈ２３：６３団体が実施）また、認知症サポーター養成講座を開催し、認知症のことを正しく理解することにつながった。
・グループホームをはじめとする、介護保険施設や地域密着型施設サービスの整備を進めた。
・年金制度について市民理解を進めるための啓発に取り組むことにより、加入等の促進を図り年金受給権の確保に努めた。

２．第１期基本計画期間における主な事業と成果（リーディングプロジェクト、マニフェスト事業、主軸事業等）
事業名 事業概要 実施年度 事業費（決算額・千円）

介護予防一般高齢者施策実
施事業

いきいき百歳体操などの介護予防施策の普及拡大に取り組
み、高齢者一人ひとりがいきいきと輝き、安心して暮らすことの
できるまちづくりを推進した。【いきいき百歳体操】出前講座（啓
発）出動回数　Ｈ２２：４８回、Ｈ２３：７４回、実施団体数　Ｈ２２：
４２団体、Ｈ２３：６３団体

Ｈ１８～（継続） Ｈ２２：１４，４０９千円
Ｈ２３：１４，８０６千円

居宅介護サービス給付事業
施設介護サービス給付事業

訪問介護や通所介護などの在宅サービス、また特別養護老人
ホームなどへ入所する施設サービスを通じて、高齢者の保健
医療の向上および福祉の増進を図った｡【訪問・通所Ｓ】Ｈ２２：
２７，２８１件、Ｈ２３：２８，７４５件【短期入所】Ｈ２２：３，９８０件、
Ｈ２３：３，８５０件【特養】Ｈ２２：３，１６６件、Ｈ２３：３，４２１件【老
健】Ｈ２２：２，０８３件、Ｈ２３：１，９１５件

Ｈ１２～（継続）

Ｈ２２：２，３０３，６３７千円（居宅）
Ｈ２２：１，６２３，６７９千円（施設）
Ｈ２３：２，４２９，３１９千円（居宅）
Ｈ２３：１，６２１，４２７千円（施設）

高齢者総合相談事業

社会福祉士、保健師、主任ケアマネの３職種のチームアプ
ローチにより、高齢者に係る相談窓口として、総合的な支援を
行った。また、高齢者支援のため、専門性を生かし他の関係機
関とのネットワーク構築を進めた。【地域包括支援センターとし
て市民にわかりやすい組織の設置】

Ｈ１８～（継続）
Ｈ２２：３６，８７１千円
Ｈ２３：３７，０８０千円

困った時に相談できる窓口を知っている人が増え
る！

高齢者相談件数 件

目
標

― 7,000 7,200

３．各基本方針ごとのベンチマークの状況（目標達成度・Ｈ23実績）
基本方針におけるまちの目標像 ベンチマーク 単位 Ｈ21

7,600

100.0%
実
績

5,763 10,181 9,031 ―

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 目標達成度

第1期基本計画　期末評価

まちづくりの基本方向 　「安心」が得られるまちへ

分野 　長寿・生きがい

基本方針 　あんしんできる高齢期の生活への支援

認知症高齢者対策事業

認知症のある高齢者が、住み慣れた地域で安心してその人ら
しい生活を継続できるよう、必要な支援および市民への啓発を
実施した。

Ｈ１５～（継続）
Ｈ２２：２，４８３千円
Ｈ２３：２，７２１千円

あんしんできる高

齢期の生活への

支援

（基本方針） （施 策）

介護予防対策の充実

介護保険サービスの充実

と適切な利用の促進

地域ケアの推進と高齢者福祉

サービスの適切な利用の促進

認知症対策の充実

要支援・要介護状態になることを予防し、誰もが“元気で長生き”できるよう、介護予防の知

識普及や地域での介護予防事業の展開など、介護予防の取り組みの充実に努めます。

要支援・要介護の状態にあっても、誰もがその人らしく豊かな高齢期を過ごすことができる

よう、介護サービス等の充実と適切な利用の促進を図っていきます。

高齢期の安心を支える地域づくりを推進するとともに、支援のニーズや制度の動向などを踏まえ、介護

保険制度を補完するよう、在宅介護や生活支援のサービスを適切に提供していきます。

グループホーム等の整備、認知症サポーターの養成・活用等を通じて、認知症についての

知識普及と理解促進および、認知症の人と家族への支援充実に努めます。

（施策の概要）

介護保険制度の適切な運

用

介護保険制度等の理解促進と利用支援、要介護認定、ケアマネジメント、事業者のサービス提供体制

および介護報酬請求においてチェック体制を整備し、適正化の取り組みを進めます。

年金制度の適切な運用
年金制度についての市民理解を進めるための啓発に取り組むことにより、加入等の促進を

図り年金受給権の確保に努めます。
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目標値 実績値 目標値 実績値現在値 目標値 目標値 実績値

４．各施策の成果指標の状況

施策名 成果指標名 単位
平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

介護保険サービスの充実と
適切な利用の促進

認知症対策の充実

42 58 63 78いきいき百歳体操実施団体数 団体 18 18 38介護予防対策の充実

14.0 16.3 14.0 17.3 18.0
地域ケアの推進と高齢者福
祉サービスの適切な利用の
促進

あんしんできる高齢期の生活へ
の支援に満足している市民の割
合

％ 13.7 13.7

あんしんできる高齢期の生活へ
の支援に満足している市民の割
合

％

―

通所介護サービス利用者率（利
用者数／認定者数）（月平均）

％ 31.0 25.0 25.0 31.0 25.0 31.0 28.0 ―

13.7 13.7 14.0 16.3 14.0 17.3 18.0

―

―

地域包括ケアの推進 Ｈ１８～（継続）

介護予防の推進 Ｈ１８～（継続）

介護保険施設および高齢者
の住まいの整備

Ｈ１２～（継続）

認知症対策の推進 Ｈ１５～（継続）

介護サービスの質の向上と円
滑な利用

Ｈ１２～（継続）

要支援･要介護になるおそれのある高齢者や要支援者への介護予防サービスの一層の充
実を進めるとともに、すべての高齢者を対象とした介護予防の周知･啓発やいきいき百歳体
操をはじめとする事業の展開を図る。

各関係機関が連携して、啓発の推進やサービスの一層の充実、成年後見制度利用促進事
業の推進をはじめとする認知症高齢者の権利擁護などに取り組み、認知症に対応できる社
会づくりを進め、「認知症になっても安心して生活できるまち」をめざす。

高齢者に必要なケアを提供する「住まい」としての介護保険施設の役割は大きく、適正な整
備に取り組むとともに、地域や関係機関などと連携しながら、高齢者が安心して生活できる
居住環境の整備に向けた取り組みを推進する。

利用者が安心してサービスを活用できるように、利用者の立場に立った相談･苦情への対応
やサービス提供事業所の情報公開などの体制を充実し、介護サービスの質の向上や円滑
な利用への支援を図る。 また、介護保険制度が適正に運用されるように、介護給付の適正
化に取り組む。

―

年金制度の適切な運用 国民年金手続等件数 件 13,639 16,640 13,639 13,344 12,314

介護保険制度の適切な運
用

介護保険料収納率 ％ 99.1 98.5 99.0 99.1 99.0 99.2

事業概要

医療、介護、予防、住まい、生活支援サービスを切れ目なく、有機的かつ一体的に、日常生
活圏域を単位に提供していく「地域包括ケアシステム」の構築をめざす。

・少子高齢化が進み、高齢者人口が増加しているとともに、一人暮らし高齢者や高齢者世帯が増加し、家庭の中の介護力が低下してい
る。
・要支援・要介護者の人数も増加している。
・高齢者をとりまく地域との関係の希薄化が危惧される。
・高齢化と家族員数の減少に加え、新しい病気の発病などに対応できる、介護、医療、福祉、保健などが連携（地域ケアネットワーク）す
ることにより、できるだけ包括的、継続的に総合的な支援ができるような仕組みづくりが必要である。
・その一翼を担う地域包括支援センターは市役所に1カ所設置して市直営で運営しているが、前述の地域ケアネットワークの構築を担うこ
ととしているが、介護予防マネジメントと虐待などの支援困難ケースの対応に追われ、身近な地域のネットワーク構築に手がつけられてい
ない。
・ひとり暮らしの高齢者や要支援・要介護者などの増加により、支援の必要な高齢者が増えると見込まれるなか、高齢者が安心していきい
きと暮らすことのできる地域づくりの重要性は高く、高齢者の安心の確保や、地域づくりへの支援に向けた第５期草津あんしんいきいきプ
ランの着実な推進が必要である。

７．第２期基本計画期間における課題解決のための主な取組み（案）
事業名 計画年度

13,908 14,464 ―

５．第１期基本計画の成果実績
・介護予防事業は、各事業とも一定の成果をあげており、特に「いきいき百歳体操」は、啓発回数（出前講座）や実施グループ団体数が
計画（目標）以上の拡がりがあった。
・介護保険サービスについては、施設整備量が草津あんしんいきいきプランの第４期計画通りに実施できた。また、訪問介護サービス利
用率、および通所介護サービス利用率も、草津あんしんいきいきプラン第４期計画を大幅に上回り、介護保険サービスの充実と適切な利
用の促進がされている。一方、介護保険制度の適切な運用については、介護保険料収納率および不服申し立てによる審査差戻し件数
についての指標ともに計画値を達成しており、介護保険制度の適切な運用がされていると分析する。
・認知症対策は、サポーター養成講座の受講者が増加し、認知症のことを正しく理解する人が増加することで、地域での認知症の高齢者
が暮らしやすい土壌づくりが進んでいる。
・相談窓口の地域包括支援センターが3職種の専門職（社会福祉士、保健師、主任ケアマネ）の連携で、総合的な支援が実施できた。ま
た、高齢者支援のため、職種ごとの専門性を生かし、他の関係機関と専門職のネットワーク構築を進めた。
・年金制度の適切な運用については、広報啓発と相談や手続き時の適切な対応が図られた。

６．現状、第１期基本計画期間中の新たな環境変化および今後の課題

99.0
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基本方針の概要 第1期計画策定時の現況 第1期計画策定時の課題

障害のある人の生活を支援するため、一人ひとりの生活
を踏まえたケアマネジメントのもとで、適切なサービス利用
ができるよう図っていきます。

3障害統合の障害福祉サービスを提供し、障害
のある人の生活のための総合的な支援ができる
体制の整備を進めてきています。

生活支援サービス基盤のさらなる整備を行
うとともに、適切なケアマネジメントによる
サービス提供を行っていくことが求められて
います。

政策体系

１．第１期基本計画期間における取組みの概要

障害者自立支援法に基づく各種サービスを実施するとともに、地域で安心して暮らせるよう、平成19年５月に開設した障害者福祉センターにおいて、相
談機能等強化を図った。

２．第１期基本計画期間における主な事業と成果（リーディングプロジェクト、マニフェスト事業、主軸事業等）
事業名 事業概要 実施年度 事業費（決算額・千円）

障害者自立支援給付事業
障害者自立支援法に基づき、障害の種別にかかわらず一人
ひとりが必要とするサービスを提供し、各種サービスに係る経
費を給付することにより地域生活を支援した。

H18～（継続） H22:1,054,976千円
H23:1,090,581千円

障害者福祉センター管理運営
事業

障害者が安心して、地域で生き生きと生活を送るため、気軽に
立ち寄り、機能回復訓練、各種相談、研修、リクレーション、地
域交流の場として、草津市立障害者福祉センターを指定管理
制度により管理運営した。

H19～（継続） H22:70,404千円
H23:72,145千円

湖南地域重症心身障害者
（児）者生活介護施設整備事
業

重症心身障害者（児）の日中活動の場が湖南地域では不足し
ており、整備を進めています。平成２４年８月に守山市に開所
予定です。

H19～Ｈ２４ Ｈ22：1,771千円
H23：　　　０千円

３．各基本方針ごとのベンチマークの状況（目標達成度・Ｈ23実績）
基本方針におけるまちの目標像 ベンチマーク 単位 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 目標達成度

障害のある人とその家族が地域で安心して生活で
きる！

居住サポート
相談機関の数

機関

目
標

― 0 1 1

0%
実
績

0 0 0 ―

４．各施策の成果指標の状況

施策名 成果指標名 単位
平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
現在値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

障害のある人の生活支援に関する
市民満足度

％ 12.0 20.0 20.0
障害者福祉サービス等の充
実

15.0 20.0 16.0 20.0 ―

障害のある人の生活支援を重要と
考える市民の割合

％ 63.0 70.0 70.0 67.0 70.0 67.0 70.0 ―

第1期基本計画　期末評価
まちづくりの基本方向 　「安心」が得られるまちへ

分野 　障害福祉

基本方針 　障害のある人の生活支援

障害のある人の
生活支援

（基本方針） （施 策）

障害福祉サービス等の充

実

生活支援サービス基盤のさらなる整備・充実に努めるとともに、個別の生活のケ
アマネジメントによるサービス提供を行います。

（施策の概要）
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５．第１期基本計画の成果実績

平成23年度については、成果指標とした「草津市のまちづくりについての市民意識調査」の障害のある人の生活支援に関する市民満足
度は、目標値である20％を4％下回る結果となったが、昨年度と比べると1％増加し、3年間連続して満足度が向上した。

ここ数年間ホームヘルプの実利用人数や1人あたりの利用時間数が増加している。また相談支援実施者数の増加が著しい。

６．現状、第１期基本計画期間中の新たな環境変化および今後の課題

活動指標であるホームヘルプ利用実人数や障害福祉相談支援実施者数がここ数年著しい伸び等を示していることは、障害者の増加の
みならず障害者をとりまく社会環境等が大幅に変化していると思われる。利用される市民にとって必要な障害福祉サービスや生活支援の
中核である相談事業を縮小することはできないが、障害福祉サービス利用の適正化、相談支援事業の効率化を図りながら、事業費の増
加の抑制を進める必要がある。

障害者自立支援法が平成23年に改正され、平成24年4月から支給決定プロセスを見直し、サービス利用計画作成対象者の拡大が図ら
れた。

障害者自立支援法が廃止され、平成25年4月1日から障害者総合支援法へと法体系が変更となる。今後総合支援法の枠組み等、国の
動向を注視しながら、障害者への支援の充実を図る必要がある。

７．第２期基本計画期間における課題解決のための主な取組み（案）
事業名 計画年度事業概要

障害者自立支援給付事業 H18～（継続）

障害者福祉センター管理運営
事業

H19～（継続）

障害者自立支援法に基づき、障害の種別にかかわらず一人ひとりが必要とするサービスを
提供し、各種サービスに係る経費を給付することにより地域生活を支援する。

障害者が安心して、地域で生き生きと生活を送るため、気軽に立ち寄り、機能回復訓練、各
種相談、研修、リクレーション、地域交流の場として、草津市立障害者福祉センターを指定
管理制度により管理運営する。
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第1期基本計画　期末評価
まちづくりの基本方向 　「安心」が得られるまちへ

分野 　障害福祉

基本方針 　障害のある人の社会参加の促進

障害のある人の社会参加の促進を
重要と考える市民の割合

％ 58.0 70.0 70.0 64.0 70.0

情報・コミュニケーションの
バリアフリー化の促進

100

障害のある人の社会参加の促進を
重要と考える市民の割合

％ 58.0

人にやさしい広報配付率 ％ 100

20.020.0

100 ―

70.0 65.0 ―

70.0 ―

100 100100 100

70.0 70.0

65.0

12.0

70.0 64.0

13.0

65.0 70.0 64.0

70.0 ―

障害のある人の社会参加の促進に
関する市民満足度

％ 10.0 20.0 20.0 20.0 20.0 ―

12.0 20.0 13.0 20.0 ―

障害のある人の社会参加の促進を
重要と考える市民の割合

％ 58.0 70.0 70.0

障害のある人の社会参加の促進に
関する市民満足度

％ 10.0 20.0 20.0
社会参加と自己実現のニー
ズへの対応

目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

４．各施策の成果指標の状況

施策名 成果指標名 単位
平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
現在値 目標値

1,800 1,900

78.6%
実
績

1,333 1,662 1,493 ―

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 目標達成度

障害のあるないにかかわらず、互いを認め尊敬し
あえるたくさんの出会いがある！

障害者福祉センターの
ふれあい・交流事業の

参加者数

人
（延べ）

目
標

― 1,700

３．各基本方針ごとのベンチマークの状況（目標達成度・Ｈ23実績）
基本方針におけるまちの目標像 ベンチマーク 単位 Ｈ21

人にやさしい広報作成事業
視覚障害がある人への情報提供の充実と社会参加の促進の
ため、毎月１日号の「広報くさつ」を点訳して、希望者に配付す
る。

H18～ H22:233千円
H23:233千円

障害者福祉センター管理運営
事業（ふれあい・交流事業）

障害と障害のある人についての知識普及と意識啓発、また、
障害者福祉センターを核とした多様なふれあい・交流の場づく
りを行う。

H19～ H22:3,970千円
H23:4,162千円

障害者生活支援事業
障害者自立支援法に基づき、相談支援や日常生活上の困難
を補う各種の事業を実情に応じて提供することで、障害者の地
域生活を支援する。

H18～ H22:211,040千円
H23:252,718千円

コミュニケーション支援事業

聴覚、言語機能、音声その他の障がいのため、コミュニケー
ションに支障のある方に、手話通訳者又は要約筆記者の派遣
を行い、コミュニケーションの円滑化を図り、日常生活の便宜を
図る。

H18～ H22:10,590千円
H23:11,267千円

１．第１期基本計画期間における取組みの概要

障害のある人が、就労・余暇活動など地域社会のさまざまな活動が安心して参加できるよう支援するとともに、障害についての理解を深めるため、ふれあ
い・交流の場づくり等を推進した。

２．第１期基本計画期間における主な事業と成果（リーディングプロジェクト、マニフェスト事業、主軸事業等）
事業名 事業概要 実施年度 事業費（決算額・千円）

基本方針の概要 第1期計画策定時の現況 第1期計画策定時の課題

障害のある人ない人、あるいは異なる障害のある人などの
相互理解を得ながら、すべての人の社会参加と自己実現
のニーズに対応していきます。

障害のある人が、就労・余暇活動など地域社会
の様々な活動に安心して参加できるよう、その機
会拡充を図る必要があります。

障害のある人もない人も、誰もが自らの意思
と能力に基づいて、あらゆる活動に参画で
きる地域社会をつくっていくことが求められ
ています。

政策体系

12.0 20.0 13.0 20.0 ―
社会参加と自己実現のニー
ズへの対応

障害のある人の社会参加の促進に
関する市民満足度

％ 10.0

障害のある人の
社会参加の促進

（基本方針） （施 策）

社会参加と自己実現の
ニーズへの対応

情報・コミュニケーションの
バリアフリー化の促進

障害と障害のある人への
理解の促進

一般就労の促進と福祉的就労の充実を進めるとともに、文化・芸能・スポーツ活
動などあらゆる分野の活動に誰もが参加・参画できるまちづくりを進めます。

ユニバーサルデザインの考え方を踏まえたまちづくりを進めるなかで、情報・コ
ミュニケーションのバリアフリー化を図っていきます。

障害と障害のある人についての知識普及と意識啓発、また、障害者福祉セン
ターを核とした多様なふれあい・交流の場づくりに努めます。

（施策の概要）
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人にやさしい広報作成事業 H25～

障害者福祉センター管理運営
事業（ふれあい・交流事業）

H25～

視覚障害がある人への情報提供の充実と社会参加の促進のため、毎月１日号の「広報くさ
つ」を点訳して、希望者に配付する。

障害と障害のある人についての知識普及と意識啓発、また、障害者福祉センターを核とした
多様なふれあい・交流の場づくりを図ります。

障害者生活支援事業 H25～

コミュニケーション支援事業 H25～

平成２５年４月からは、障害者自立支援法から障害者総合支援法に法体系が変更となる。相
談支援や日常生活上の困難を補う各種の事業を実情に応じて提供することで、障害者の地
域生活を支援するとともに、障害者虐待防止法に関する啓発等を実施する。

聴覚、言語機能、音声その他の障がいのため、コミュニケーションに支障のある方に、手話
通訳者又は要約筆記者の派遣を行い、コミュニケーションの円滑化を図り、日常生活の便宜
を図る。

６．現状、第１期基本計画期間中の新たな環境変化および今後の課題

障害者生活支援制度の効率化を図りながら、事業費の増加の抑制を進める必要がある。

「コミュニケーション支援事業利用件数」は漸減しているが、医療、教育・保育のニーズは高く、今後も情報・コミュニケーションのバリアフ
リー化の促進を図っていく。また、人にやさしい広報紙について、点字および声の広報を希望される方に１００％配布することができ、今後
も継続していきたい。

障害者福祉センターの文化・教養講座受講者数やいきいき・ふれあい交流サロンについては、参加者数が着実に増加し、また満足度も
増加している。今後も障害者福祉センターを核とした多様なふれあい・交流の場づくりを行い、障害と障害のある人についての知識普及
と意識啓発を図っていく。

平成24年10月から施行される障害者虐待防止法に関する啓発を合わせて行っていく必要がある。また、障害者自立支援法が廃止され、
平成25年4月1日から「障害者総合支援法」へと法体系が変更となる。今後総合支援法の枠組み等、国の動向を注視しながら、障害者へ
の支援の充実を図る必要がある。

７．第２期基本計画期間における課題解決のための主な取組み（案）
事業名 計画年度事業概要

５．第１期基本計画の成果実績

平成２３年度については、成果指標とした「草津市のまちづくりについての市民意識調査」の障害のある人の社会参加の促進に関する市
民満足度は、目標値である２０％を７％下回るものの22年度と比べると１％増加し、社会参加と自己実現のニーズへの対応が図れた。移
動支援事業利用者数についても増加がみられる。

コミュニケーション支援事業利用件数については、減少傾向であるが、人にやさしい広報紙について、点字および声の広報を希望される
方に１００％配布することができた。

障害者福祉センターの文化・教養講座受講者数やいきいき・ふれあい交流サロンについては、参加者数が着実に増加してきた。
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H22:8,410千円
（地域サロン分7,175千円）
H23:7,398千円

H22:63千円

あったかひととき推進費補助
事業

災害時要援護者支援事業

  閉じこもりがちな独居高齢者などが徒歩や自転車で行ける範
囲内の場所で開催されるサロン実施団体に運営補助を行い、
参加者、地域住民との交流を促進し、見守りの強化を図る。

災害時要援護者支援プランに基づき、災害時に支援が必要な
人を対象に、民生委員の協力のもと「災害時要援護者登録制
度」を推進している。そして、事前に登録した情報を市、ほか、
避難支援者、民生委員、町内会(自主防災組織)と共有するこ
とで住民同士の避難支援や安否確認を迅速に行うことが出来
るように登録の推進を図る

Ｈ14～

H22～

基本方針の概要 第1期計画策定時の現況 第1期計画策定時の課題

地域福祉の担い手の育成とそのネットワークの充実を図
り、「地域力」を生かした福祉のまちづくりを進めます。

少子・高齢化や小世帯化、商店街の衰退などを
背景に、隣近所のつながりが希薄化し、地域コ
ミュニティの持つ「地域力」が低下しています。

小地域を単位とした相互の支えあいを強
め、ひとり暮らし世帯や高齢世帯などが地
域社会から孤立しないよう図っていく必要が
あります。

政策体系

１．第１期基本計画期間における取組みの概要

　地域福祉推進を図る上で、市社会福祉協議会や民生委員児童委員と連携し、担い手の育成や各種団体等のネットワークを構築し「地域力」のあるまち
づくりを進めてきた。また、高齢者福祉の推進として、第1期において補助制度を拡充するとともに市社協を通じて積極的に制度をＰＲし、活動促進を図
り、地域サロンの設置数は大幅に増加した。

２．第１期基本計画期間における主な事業と成果（リーディングプロジェクト、マニフェスト事業、主軸事業等）
事業名 事業概要 実施年度 事業費（決算額・千円）

民生委員児童委員協議会活
動補助事業

地域福祉の担い手である民生委員・児童委員・主任児童委員
で組織している草津市民生委員児童委員協議会の活動を補
助することにより、民生委員等の活動補助・資質向上を図り、
地域福祉を推進する。

Ｓ60～ H22:24,161千円
H23:25,135千円

社会福祉協議会活動補助事
業

住民一人ひとりが、自分たちの生活する地域の福祉課題や
ニーズを自らの問題として捉え、解決に向けて、ボランティアな
どさまざまな人々の協力を得ながら、誰もが安心して暮らせる
「福祉のまちづくり」に取り組むため、地域福祉推進の中心的
役割を担う草津市社会福祉協議会の活動に対し支援する。

Ｓ60～ H22:52,365千円
H23:53,072千円

地域福祉計画推進事業
本市の重点施策である「健康で安心して暮らせるまちづくり」に
向けて、市民と地域、そして行政との協働による、地域福祉の
推進を図る。

H17～ H22:5,002千円
H23:7,847千円

（仮称）地域福祉コーディネー
ターの配置人数（人）

地域福祉コーディネーターを配置することで、つなぎ機能を強
化することにより、地域との連携をより深める。
【H23実績】社会福祉協議会に２名配置

H23～ H23:7,568千円

３．各基本方針ごとのベンチマークの状況（目標達成度・Ｈ23実績）
基本方針におけるまちの目標像 ベンチマーク 単位 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 目標達成度

「向こう三軒両隣」で助け合える！
対象者に占める

災害時要援護者名簿
への登録者数

人

目
標

― 2,500 3,000 3,500

79.6%
実
績

0 2,094 2,785 ―

第1期基本計画　期末評価
まちづくりの基本方向 　「安心」が得られるまちへ

分野 　地域福祉

基本方針 　「地域力」のあるまちづくり

「地域力」のあるま
ちづくり

（基本方針） （施 策）

地域福祉の担い手の育

成

地域福祉を支えるネット
ワークづくり

地域の力を生かした福祉
のまちづくり

要援護者支援体制づくり

民生委員児童委員の活動支援を図るとともに、社会福祉協議会と連携し、福祉
講座・懇談会・各種ボランティア養成講座を実施します。

社会福祉協議会と連携を図りながら、各種団体等のネットワークづくりを促進し

ます。

各学（地）区社会福祉協議会、町内会の活動などを軸に、「地域力」を生かした
地域福祉を推進します。

災害時要援護者名簿の早期作成に努めるとともに、必要に応じた要援護者支
援を行います。

（施策の概要）
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４．各施策の成果指標の状況

施策名 成果指標名 単位
平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
現在値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

民生委員児童委員協議会活動件数 件 38,244 40,000 42,000地域福祉の担い手の育成

2,295 2,100 3,451 2,200 ―

41,891 44,000 42,408 46,000 ―

地域サロン開設団体数 団体 85 91 102

2,000ボランティア登録数 人 1,885 1,900

101 113 108 119 ―

要援護者支援体制づくり 対象者に占める災害時要援護者名
簿

% ― ― 30.0 37.4 37.5 37.1 43.8 ―

５．第１期基本計画の成果実績

・地域福祉の担い手の育成やネットワークの構築を図るため、市社会福祉協議会や民生委員児童委員と連携し事業を進めてきた結果、
ボランティアの登録数が目標値を上回る成果が得られた。また、市社協に地域福祉コーディネーターを２名配置し地域のつなぎ機能を強
化するとともに市民コーディネーターの育成を図ることができた。

・学区（地区・区）により設置率に差異はあるものの市域全体で見ると、地域サロンの設置数も年々増加し、閉じこもりになりがちな独居高
齢者等を見守る地域住民の目は多くなってきている。

・要援護者支援体制づくりとして災害時要援護者登録については、民生委員児童委員の協力のもと登録者の人数を増やしていくことが
できた。

６．現状、第１期基本計画期間中の新たな環境変化および今後の課題

・年々高齢化が進み、高齢化率が上昇するとともに独居高齢者世帯や高齢者だけで構成される世帯も増加してきている現状であり、今
後それらの方達を地域として見守っていく必要があるため、より｢地域力」を高めることが重要であり、民生委員や市社協、町内会、各種団
体等の連携をさらに図らなければならない。

・地域高齢者見守り事業については、既に民生委員や老人クラブ等で見守り活動が実施されていることや平成２２年度から災害時要援
護者避難支援制度も開始されたことで、地域での見守り活動という観点からは取組みが重複する部分もあり、災害時要援護者避難支援
制度として推進することとした。

・東日本大震災の影響により、市民の災害に対する危機意識が深まったこともあり、災害時要援護者登録も進んではいるが、さらにより多
くの人達の登録を進める必要がある。また、町内会(自主防災組織)と連携し避難支援者を確保することが重要な課題である。

７．第２期基本計画期間における課題解決のための主な取組み（案）
事業名 計画年度事業概要

福祉サービスなどコミュニティ
ビジネスの育成

H25～H28

あったかひととき推進費補助
事業

Ｈ25～Ｈ28

核家族化の進行などにより、家庭や地域の相互扶助機能が弱体化し、地域住民相互の社
会的なつながりも希薄化してきている現状がある。この状況を改善するための一助として　コ
ミュニティビジネスを取り入れることにより地域コミュニティが再生され高齢者の孤立や閉じこ
もり防止に寄与できる。また、ボランティア等の人達の生きがいや雇用創出にもつながる等の
メリットがあるため福祉サービスを充実させるためのコミュニティビジネスの育成を支援する。

各サロン活動のキーマンである担い手の方を後方支援できるよう、これまで以上に各サロン
間の交流促進を図ることや情報提供を行うよう、市社会福祉協議会に配置している支援員に
働きかける。

地域福祉を支えるネットワー
クづくり （仮称）地域福祉コーディネーター

の配置人数（人）
人 ― ― ― ― 13 2 13 ―

地域の力を生かした福祉の
まちづくり 独居高齢者等見守りたい組織数 学区 0 0 5 0 8 0 0 ―
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5

基本方針の概要 第1期計画策定時の現況 第1期計画策定時の課題

市民の健康づくりを総合的に支援して市民運動としての
気運を高めていくとともに、各種健（検）診等の受診勧奨
により、疾病予防対策の強化を図っていきます。

健康への関心が高まっている一方で生活習慣病
への誤った認識が広がっている、また、医療ニー
ズが多様化しているなどの状況があります。

誰もがよい生活習慣を獲得できるよう正しい
知識を周知し、「自分の健康を自分で守る」
「地域の健康づくりをリードする」市民を増や
す必要があります。

政策体系

１．第１期基本計画期間における取組みの概要

・市健康増進計画「健康くさつ２１」に基づき、子どもから高齢者まで全ての市民が健康でいきいきと暮らすことができるよう、情報提供やけん診・予防接種
の実施、休日急病診療所の診療体制整備等を行った。取り組みにあたっては、市民の利便性の向上と、質の高いサービスの提供に努め、同時に、地域
の健康づくりにおけるリーダーである健康推進員等によって、地域に根ざした啓発活動を行った。

２．第１期基本計画期間における主な事業と成果（リーディングプロジェクト、マニフェスト事業、主軸事業等）
事業名 事業概要 実施年度 事業費（決算額・千円）

健康くさつ２１事業

平成１７年に策定した、市健康増進計画「健康くさつ２１」を推
進するために、市民参加による推進会議や有識者の参画によ
る「草津市健康づくり推進協議会」を開催。健康推進員をはじ
めとして、多方面から、市民に対する健康づくりの情報提供等
の働きかけを行った。平成24年度には、まちづくり協働事業と
して、市民団体による健康づくり事業を実施している。

Ｈ22～24 H22：433千円
H23：393千円

食育推進事業・健康教育事業
食育や健康づくりについて、対象者に合わせた講話や啓発活
動を実施。平成21年に策定した「草津市食育推進計画」に基
づき、食育に焦点を当てた内容を強化した。

Ｈ22～24 H22：573千円
H23：1,510千円

健康診査・がん検診事業

疾病の早期発見・早期治療を目的に、健康診査・がん検診を
実施。
H22:女性がん検診（乳・子宮頸がん）の無料クーポン券送付。
H23:女性がんに加えて、大腸がん検診・肝炎ウイルス検診の
無料クーポン券を送付。個別医療機関での胃がん検診の実
施。
無料クーポン事業については、国の補助金をうけての実施。

Ｈ22～24
H22：73,325千円
H23：85,114千円

休日急病診療所管理運営事
業

日曜日・祝休日および年末年始に休日急病診療所を開設す
ることで、休日における診療体制の充実を図り、市民が安心し
て医療を受けられる体制を整えた。

Ｈ22～24 H22：26,265千円
H23：44,955千円

３．各基本方針ごとのベンチマークの状況（目標達成度・Ｈ23実績）
基本方針におけるまちの目標像 ベンチマーク 単位 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 目標達成度

自ら健康づくりに取り組む人が増える！
健康推進員が

実施する事業への
参加者数

千人
（延べ）

目
標

― 20.0 21.2 22.5

100.0%
実
績

18.7 24.5 31.4 ―

法定外予防接種緊急促進事
業

平成23年2月より、国の補助金を受けて実施。
子宮頸がん予防、ヒブ、小児用肺炎球菌ワクチンの無料接種
と疾患についての情報提供を行い、当該疾患の予防を図っ
た。

Ｈ22～24 H22：64,103千円
H23：197,894千円

第1期基本計画　期末評価
まちづくりの基本方向 　「安心」が得られるまちへ

分野 　健康・保険

基本方針 　市民の健康づくり

市民の健康づくり

（基本方針） （施 策）

健康づくり運動の展開

疾病予防対策の強化

地域医療体制の充実支援

食育や健康に関する啓発や健康相談を実施し、市民の、生涯を通じた健康づ
くりを応援します。

各種健（検）診、予防接種について、情報提供・啓発・実施を行い、病気の予防
と早期発見・対応に努めます。

「滋賀県保健医療計画」に基づく湖南圏域の医療体制の充実のため、県や医
療機関の取り組みに対し、市として可能な範囲で支援を行います。

（施策の概要）
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二次救急外来数 人 11,345 11,000 11,000 11,635

４．各施策の成果指標の状況

施策名 成果指標名 単位
平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
現在値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

健康づくり運動の展開
食育推進に関する健康教育来所者数 人 164 200 400 504 600 586 600 ―

健康相談来所者数 人 1,826 1,900 1,900 1,878 1,950 1,795 1,800 ―

4,292 4,199 3,670 ―

70.0

11,000 ―

疾病予防対策の強化
がんによる年齢調整死亡率
（75歳未満）

人/
人口10万

(最新H20)
83.0

78.7

1,842

74.3 65.1

事業概要

健康日本２１（第二次）の推進のため、市における健康づくりの考え方や進め方を協議し、Ｈ
25年中に「健康くさつ２１」の第二次計画を策定する。これに基づき、健康寿命の延伸と健康
格差の解消を目指して市民の健康づくりを進めていく。

未定 65.6 ―

５．第１期基本計画の成果実績

・健康推進員が地域の健康づくりのリーダーとして積極的に活動しており、その事業に参加した市民が増加していることから、事業をきっかけとし自身の
健康づくりに取り組む市民が増えていると考えられる。
・がん検診事業においては、無料で受診できるクーポン券とともに、がんやがん検診についての情報提供リーフレット等を個別送付したことで、検診受診
者は大幅に増加し、がんの早期発見が図れた。また、感染症の予防として重大な役割を果たす予防接種事業においては、法定外予防接種緊急促進事
業として子宮頸がん予防、ヒブ、小児用肺炎球菌の予防接種に対する公費投入を行い、多数の市民が予防接種を受けることができた。
・医療ニーズの多様化に対応すべく開設している休日急病診療所においては、平成23年度当初から小児救急医療センターが休止となったことに伴い、
診療体制を見直した。これにより患者数は大幅に増加し、休日の初期小児救急患者の受け皿としてその機能を如何なく発揮できたと考えられる。
・検診や予防接種、休日診療といった体制を改善し、拡大するとともに、健康推進員や市民団体の活躍を支えていくことで、地域に根ざした、市民一人
ひとりが主体となる健康づくり運動の機運を高めることができたと考えている。

６．現状、第１期基本計画期間中の新たな環境変化および今後の課題

11,000 10,857

H25～28

健康診査・がん検診事業 H25～28

疾病の早期発見・早期治療を目的に、健康診査・がん検診を実施。
平成24年度に引き続き、検診無料クーポン券の発送等により検診受診率の向上を図るととも
に、委託医療機関との協議を重ね、より精度の高いがん検診の実施を目指す。また、肺がん
検診の実施に向けて調整を行う。

日曜日・祝休日および年末年始に休日急病診療所を開設することで、休日における診療体
制の充実を図り、市民が安心して医療を受けられる体制を湖南保健医療圏4市による広域行
政にて整える。

人 3,175 3,175 1,842

休日急病診療所管理運営事
業

・平成25年度を目標に、国は第4次国民健康づくり対策として、健康日本２１（第二次）を策定する。これに伴い、国民運動を進めるための地方健康増進
計画を策定し、地域の状況を勘案した健康づくりを進めていく必要がある。草津市では、草津市国民健康保険による医療費分析から、糖尿病および脳
卒中への対策が必要とされており、また、増加する自殺者を食い止めるべく、こころの健康づくりも重要な課題となっている。
　加えて、平成21年に策定した食育推進計画において、国の方針が「周知」から「実践」に転換されていることから、当市においても、より積極的な食育推
進のため、庁内外関係機関との連携が求められている。
・国民の2人に1人は、がんにかかるといわれており、がんによって死亡する市民が最も多い中、市民に対し精度の高いがん検診とがんに関する正確な情
報を提供することは急務である。当市においては、死亡率減尐効果が認められたがん検診のうち、肺がん検診が実施できていない。がんによる死亡のう
ち、肺がんによるものが最も多く、検診による早期発見が求められている。実施に当たっては、多くの市民が受診しやすく、精度を高く保つために綿密な
調整が必要である。また、平成23年12月から開始している医療機関での胃がん個別検診については、精度管理が課題となっている。受診者数が伸び悩
んでおり、受診率向上のために手立てが必要である。
・予防接種事業においては、これまで集団接種としていたポリオワクチンが、平成24年9月から不活化ワクチンに変更されることに伴い、医療機関での個
別接種となる。接種回数や他予防接種との間隔など、混乱が予想される。円滑な導入と接種勧奨を行い、確実に市民が予防接種を受けることができるよ
うな取り組みが必要である。
・平成24年度から湖南保健医療圏域の4市で共同運営することとなった「湖南広域休日急病診療所」が担う役割は大変大きく、今後はその運営主体や運
営形態・診療体制、開設場所について、なお一層の充実が求められる。

７．第２期基本計画期間における課題解決のための主な取組み（案）
事業名 計画年度

H25～28

（仮称）健康くさつ２１（第二次）
策定および推進事業

H25～28

（仮称）草津市食育推進計画
（第二次）策定および推進事
業

地域医療体制の充実支援

国による「第二次食育推進基本計画」に基づき、市においても食育の周知から食育の実践
に着目した食育推進体制へ変化させる。そのため、Ｈ25年中に「草津市食育推進計画」の
第二次計画を策定し、全庁的、全市としての食育推進に取り組む。

休日急病診療所利用患者数
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第1期基本計画　期末評価
まちづくりの基本方向 　「安心」が得られるまちへ

分野 　健康・保険

基本方針 　医療保険制度等の適正運用

1,579 1,781 1,675 1,696 ―

1,125 1,040 1,144 1,137 ―

心身障害者福祉医療助成受給対象者 人 1,488 1,452 1,576

重度心身障害老人等福祉医療助
成受給対象者数

人 1,110 1,130 1,236
福祉医療費の助成

100 99.61 100 99.78 100 ―

450 1000 500 1000 ―

高齢者医療制度の周知 後期高齢者医療保険料徴収率 ％ 98.53 100

69,710 91,200 72,772 91,200 ―

国保税未申告指導により申告を行った人数 人 0 1000 1000

28.0 22.0 28.4 19.0 ―

レセプト点検を実施したことによる財政効果額 千円 88,900 88,900 91,200国民健康保険制度の運用

特定健康審査結果の内臓脂肪症候群
該当者・予備群者の割合

％ 28.2 26.0 24.0

目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

４．各施策の成果指標の状況

施策名 成果指標名 単位
平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
現在値 目標値

60.0 65.0

48.2%
実
績

36.7 35.0 31.3 ―

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 目標達成度

医療保険制度が健全に運用されている！ 特定健康診査受診率 %

目
標

― 50.0

３．各基本方針ごとのベンチマークの状況（目標達成度・Ｈ23実績）
基本方針におけるまちの目標像 ベンチマーク 単位 Ｈ21

後期高齢者医療保険料徴収
事務

被保険者が制度への理解を深め、保険料が納付できるようき
め細やかな対応を行った。
保険料未納者督促件数　Ｈ22　1,035件　　Ｈ23　756件

H20～(継続） H22：5,003千円
H23：2,598千円

特定健康診査事業
40歳以上75歳未満の国民健康保険被保険者に対し、メタボ
リックシンドロームに着目した健診を実施した。
受診率　　H22　35.0％　　H23　31.3％（暫定値）

H20～(継続） H22：57,750千円
H23：60,887千円

特定保健指導事業

特定健康診査の結果から保健指導を必要とする人を階層化し
て抽出し、対象者に合った生活習慣の改善につながる栄養や
運動、生活全般に関する支援を６か月間行なった。
実施率　　H22　　9.4％　　H23　10.9％（暫定値）

H20～(継続） H22：5,538千円
H23：5,191千円

政策体系

１．第１期基本計画期間における取組みの概要

２．第１期基本計画期間における主な事業と成果（リーディングプロジェクト、マニフェスト事業、主軸事業等）
事業名 事業概要 実施年度 事業費（決算額・千円）

・国民健康保険制度を適正に運用するため、医療費適正化対策として特定健康診査・特定保健指導を実施した。実施率向上のため、広報やホーム
ページでの啓発とあわせて、個人通知や電話勧奨を行った。

・平成２０年４月に創設された後期高齢者医療制度について、被保険者に理解いただけるようきめ細やかな周知を行い、保険料の確実な徴収に努めた。

基本方針の概要 第1期計画策定時の現況 第1期計画策定時の課題

国民健康保険制度等について、市民の制度理解を得ら
れるよう啓発を進めながら、適正な運用に努めます。

高齢化の進展や医療の高度化などを背景に、医
療保険等の制度を、将来にわたって持続可能な
ものとなるよう見直しが求められています。

保険者として現行制度を適正に運用すると
ともに、被保険者である市民の制度理解、
健康管理意識の高揚などを図っていく必要
があります。

医療保険制度等

の適正運用

（基本方針） （施 策）

国民健康保険制度の運

用

高齢者医療制度の周知

福祉医療費の助成

特定健診・特定保健指導の実施などによって医療費の適正化を図るとともに、

被保険者への啓発活動など、制度への理解促進の取り組みを強めます。

広報活動をいっそう徹底し、被保険者に対して制度の周知・理解と適切な利用

促進を図るとともに、保険料の確実な徴収を図っていきます。

重度心身障害者、重度心身障害者老人、ひとり親家庭などを対象に医療保険

適用医療費の自己負担額の一部もしくは全部を助成します。

（施策の概要）
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後期高齢者医療保険料徴収
事務

平成２０年度～（継続）被保険者が制度を理解できるよう啓発を強化し、保険料の確実な徴収を図る。

特定健康診査事業 平成２０年度～（継続）

特定保健指導事業 平成２０年度～（継続）

第２期草津市特定健康診査等実施計画に沿って事業を展開するとともに、目標値が達成で
きるよう、様々な機会を通じて未受診者に対し、受診啓発を実施する。

第２期草津市特定健康診査等実施計画に沿って事業を展開することにより、内臓脂肪症候
群該当者・予備群が減少し、生活習慣病の発症や重症化が予防できるよう事業を実施す
る。

・　きめ細やかな啓発活動を実施することにより、被保険者の制度への理解を促進し、医療保険制度等の適正運用に努めた。
・　医療費の適正化の推進と被保険者の健康管理意識の高揚を図るため実施している特定健康診査・特定保健指導については、個人
通知や電話勧奨などを実施し受診率の向上を図っているが、目標を達成することは難しい状況である。
・　平成２０年度に創設された後期高齢者医療制度において、市の業務とされている保険料の徴収にあたり、被保険者が制度を理解し納
付できるようきめ細やかな対応に努めた結果、徴収率の向上が図れた。

６．現状、第１期基本計画期間中の新たな環境変化および今後の課題

・　高齢化の進展や医療の高度化に加え、経済状況の悪化による被保険者の所得減少により、医療保険制度の財政運営は厳しい状況
にある。現在、国において、「社会保障と税の一体改革」として今後の医療保険制度の在り方についても検討が進められていることから、
今後の国の動向を注視しながら運用する必要がある。また、草津市の国民健康保険被保険者および後期高齢者医療保険者の平成２１
年度の医療費分析結果から、生活習慣病対策が健康課題となっている。生活習慣病の早期発見や予防のためには、健診を受診しても
らうことが必要であり、未受診者への効果的な啓発の検討など、医療費適正化の推進に資する施策となるよう事業を実施していく必要が
ある。

７．第２期基本計画期間における課題解決のための主な取組み（案）
事業名 計画年度事業概要

５．第１期基本計画の成果実績
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第1期基本計画　期末評価
まちづくりの基本方向 　「安心」が得られるまちへ

分野 　生活安心

基本方針 　生活安定への支援

基本方針の概要 第1期計画策定時の現況 第1期計画策定時の課題

経済的な困窮時など、市民の生活安定の危機に対して、
適切な制度適用と支援を図っていきます。

景気動向に伴う企業の低迷・倒産等によって、市
民の間に生活の安定を確保することが困難な状
況が生じています。

最低限度の生活保障のため、各種社会保
障制度や生活保護制度の適正運用により
総合的に支援する必要があります。

政策体系

１．第１期基本計画期間における取組みの概要

生活困窮者に対し、その最低限度の生活を保障するとともにその自立を助長すべく、平成２１年より社会福祉課に就労支援相談員を配置することでより
充実した就労支援を行った。

２．第１期基本計画期間における主な事業と成果（リーディングプロジェクト、マニフェスト事業、主軸事業等）
事業名 事業概要 実施年度 事業費（決算額・千円）

生活保護事業
生活困窮者に対し、その最低限度の生活を保障するとともに
その自立を助長することを目的とし、困窮の程度に応じた必要
な保護を行う。

S25～ H22:1,264,313千円
H23:1,430,650千円

就労支援相談員配置事業
就労支援相談員を配置し、就労活動の支援を行うことで、被保
護者の自立を図る。

H17～ H22:2,404千円
H23:2,582千円

３．各基本方針ごとのベンチマークの状況（目標達成度・Ｈ23実績）
基本方針におけるまちの目標像 ベンチマーク 単位 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 目標達成度

最低限の生活が保障されている！
自立を理由として
生活保護を廃止した
ケースの比率

%

目
標

― 5.0 5.0 5.0

70.0%
実
績

5.0 6.6 3.5 ―

４．各施策の成果指標の状況

施策名 成果指標名 単位
平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
現在値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

セーフティネットの充実
自立を理由として生活保護を廃止し
た比率

% 2.0 5.0 5.0 6.6 5.0 3.5 5.0 ―

生活安定への支

援

（基本方針） （施 策）

セーフティネットの充実
市民の、最低限度の生活を維持できない状況に対し、福祉施策等による支援、
生活保護制度の適用、また、稼働能力がある人への就労指導を行います。

（施策の概要）
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５．第１期基本計画の成果実績

平成２１年７月に就労相談員を１名配置し、就労指導を充実させたこともあり、翌平成２２年度には目標値を上回る成果が得られた。
しかしながら、平成２３年度においては、雇用環境の改善が依然見られず長期化したことが影響してか、ハローワークとの連携を強化
するも目標値を上回る結果にいたらなかった。

６．現状、第１期基本計画期間中の新たな環境変化および今後の課題

・リーマンショック以降の厳しい経済、雇用情勢により、就労相談から就職に結びつきにくい環境が継続している。

・ハローワーク等関係機関との連携をさらに深め、就労に係る情報提供やフォロー体制を充実させていくことが今後の課題といえる。

７．第２期基本計画期間における課題解決のための主な取組み（案）
事業名 計画年度事業概要

生活保護事業 S25～（継続）

就労支援相談員配置事業 H17～（継続）

生活困窮者に対し、その最低限度の生活を保障するとともにその自立を助長することを目的
とし、困窮の程度に応じた必要な保護を行う。

就労支援相談員を配置し、就労活動の支援を行うことで、被保護者の自立を図る。
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600 594 800 ―

1,000 984 1,000 ―

「草津市食の安全こだわり宣言」件
数（累計）

件 137 200 400 365

消費生活相談件数 件 1,027 1,085 1,090 1,044

14.0 16.0 14.0 25.0 20.0 ―
消費者保護対策の充
実・消費者団体の育成

300.0 300.0 301.0 400.0 ―

出前講座等への啓発指導回数 回 13.0 14.0

市民相談室で受けた市民相談件数 件 387.0 400.0 400.0市民相談室の充実

目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

４．各施策の成果指標の状況

施策名 成果指標名 単位
平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
現在値 目標値

1,090 1,090

90.3%
実
績

768 1,044 984 ―

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 目標達成度

安心して消費生活ができる！ 消費生活相談件数 件

目
標

― 1,090

３．各基本方針ごとのベンチマークの状況（目標達成度・Ｈ23実績）
基本方針におけるまちの目標像 ベンチマーク 単位 Ｈ21

消費生活相談啓発事業

・地方消費行政活性化基金を活用し、消費生活相談
員を2名から3名に1名増員、相談支援体制の充実・強
化を図った。
【Ｈ２２】消費生活相談員数2名→3名
【Ｈ２３】消費生活相談員数2名→3名

昭和５２年度～（継続）
Ｈ２２：8,102千円
Ｈ２３：8,402千円

食の安全推進事業

・食の安全こだわり宣言の募集を中心に、食の安全講
演会や学習会などの啓発事業を実施した。
【Ｈ２２】食の安全こだわり宣言数：365件、食の安全講
演会・学習会：各１回
【Ｈ２３】食の安全こだわり宣言数：229件、食の安全講
演会・学習会：各１回

平成１６年度～（継続）
Ｈ２２：1,209千円
Ｈ２３：1,091千円

市民相談室運営事業

・相談者が抱える市民生活上の不安や問題の早期解
決を図るとともに、難解な事案は法律相談や専門相談
機関へ繋いだ。
【Ｈ２２】市民相談件数300件、法律相談件数47件
【Ｈ２３】市民相談件数301件、法律相談件数55件

昭和５２年度～（継続）
Ｈ２２：602千円
Ｈ２３：599千円

消費者教育推進事業

・地方消費行政活性化基金を活用し、多彩な教育・啓
発活動やオリジナルグッズを作成した。また「出前講
座」など教育・啓発活動を積極的に実施するとともに、
消費者団体の育成・支援を積極的に行った。
【Ｈ２２】消費生活相談件数1,044件、出前講座11回
【Ｈ２３】消費生活相談件数984件、出前講座25回

昭和５２年度～（継続）
Ｈ２２：1,979千円
Ｈ２３：5,183千円

政策体系

１．第１期基本計画期間における取組みの概要
・市民相談員の技量向上を図るため研修会等に積極的に参加し自己研鑽に努めた。また難解な事案は、弁護士・司法書士などの法律家や専門相談機
関へ繋いだ。
・消費生活相談員を２名から３名に１名増員し、相談支援体制の充実・強化を図るとともに「個別救済から教育・啓発へ」をスローガンに掲げて消費者被
害防止のための「出前講座」や教育・啓発活動に積極的に取り組んだ。
・「草津市食の安全アクションプログラム」に基づき、消費者や生産者がそれぞれのこだわりを他人に見える形で自己宣言する「食の安全こだわり宣言」を
中心に、市民が正しい知識と高い意識を持てるよう啓発事業を行った。

２．第１期基本計画期間における主な事業と成果（リーディングプロジェクト、マニフェスト事業、主軸事業等）
事業名 事業概要 実施年度 事業費（決算額・千円）

基本方針の概要 第1期計画策定時の現況 第1期計画策定時の課題

多岐にわたる市民の生活上の不安や悩みを受け止めて、
早期の解決を図ることができるよう支援を行うとともに、消
費生活に関しての被害防止と団体育成支援に努めます。

消費者トラブルが複雑化するなか、国では消費
者庁を新たに設置し、対応の強化を図っていま
す。

消費生活相談のさらなる増加・複雑化に備
え、消費生活相談員による相談体制の充実
と消費者団体の育成にいっそう努める必要
があります。

第1期基本計画　期末評価
まちづくりの基本方向 　「安心」が得られるまちへ

分野 　生活安心

基本方針 　暮らしの安心の確保

暮らしの安心の確

保

（基本方針） （施 策）

市民相談業務の充実

消費者保護対策の充実・

消費者団体の育成

相談員の技量向上を図り、相談を受けた市民生活上の不安や問題の早期解決

を図ります。

消費生活行動に関する相談や出前講座など消費者トラブルに陥らないための

啓発に努めるとともに、消費者団体の育成・支援を行います。

（施策の概要）
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消費者保護対策の充実と消費
者団体の育成

平成24年度～（継続）

　消費生活に関しての被害を未然に防止するため、相談支援体制と消費者教育・啓発活
動、さらには食の安全の啓発を実施するため、年20回程度を目途に、市民に直接啓発し、
市民のニーズや考えを把握する上で効果的な「出前講座」の充実に努めます。また、消費者
団体の育成支援に努めることで、地域における高齢者などの見守り体制を整備します。

５．第１期基本計画の成果実績

・相談件数については、社会経済の変化やその動向、ライフスタイルの多様化などにより、件数の増減が見られるが、近年は精神疾患や
障害者・高齢者の相談が増加しており、相談時間が長くなる傾向がある。特に家族関係の相談については、２２年度が７８件だったもの
が、２３年度は８５件と増加している。内訳をみると「相続・遺言」、「夫婦・親子」にかかる相談の増加が顕著である。また法律相談の件数
は増加しているが、これは相談内容が複雑化し、法的解釈を要する専門的な相談内容が増加した結果と考えられる。【市民相談】
・啓発指導回数は、平成２３年度は実績値が目標値を大幅に上回っているが、これは上半期の相談状況において消費生活侵害事犯が
多数発生したため、被害の予防対策として、下半期に「個人救済（被害回復）から教育・啓発活動」をテーマに据え、積極的に啓発活動
を展開したことから、相談件数において直近３ヵ年で最小の件数となったものと考えている。なお、相談内容としては社会情勢を反映して
放送・コンテンツ等が１７４件で第１位であり、２位の融資サービスの７４件を大幅に上回った。【消費生活相談】
・「草津市食の安全こだわり宣言」の募集を中心として、食の安全の啓発を行った結果、目標としていた平成23年度の600件には到達しな
かったものの、消費者だけでなく、生産者や販売業者からも宣言いただき、自己の食に対する取組みを見直すきっかけとできた。【食の
安全推進事業】
・平成２２年度までの「草津市食の安全アクションプログラム」について、平成２３年度に５ヵ年の総括報告書をまとめることができ、今後は
食の安全こだわり宣言を中心に食の安全の啓発活動を進めることを確認することができた。【食の推進安全事業】

６．現状、第１期基本計画期間中の新たな環境変化および今後の課題

・都市化による核家族化の進行により、一人暮らしや高齢者世帯等が増加、介護、離婚、相続を中心とした家族関係や近隣関係の希薄
さによるトラブル、精神疾患に起因する相談の増加が今後さらに見込まれる。相談員は、一次的な福祉分野での相談窓口となれるよう知
識の習得に努めなければならない。【市民相談】【消費生活相談】
・市民相談については、個人や家族の困りごとや悩み、日々の生活と直結したトラブルなどの相談が中心であり、計画目標値である年３０
０件の相談があった。２３年度の相談内訳は、家族関係が４０％弱、不動産関係が２０％強、契約保証損害賠償関係が１５％弱で、いわゆ
る民民の問題が全体の３/４を占め、行政や労働関係は各１０％前後である。これらの相談に的確に対応するためには、さらに市民相談
員の技量の向上を図るとともに、法律の専門家や関係行政機関、庁内組織との連携とネットワークを生かして、市民の相談ニーズに応え
る必要がある。なお、平成２４年３月に社会福祉協議会が移転したため、市民相談室の利用者が大幅に増加しており、目標値の見直しが
必要である。【市民相談】
・消費者トラブルが複雑化するなか、早期の解決を図ることができるよう相談支援体制の充実・強化を行うとともに、消費生活に関しての被
害防止のための教育・啓発活動の積極的な展開と消費者団体の育成支援に努める。なお、「出前講座」は年間２０回程度を目標に開催
する。【消費生活相談】
・生肉の問題や食品における放射性物質の問題など、食の安全に関する問題はこれからも継続することから、継続的な啓発活動が必要
であり、今後は、市民とより身近なところで啓発できるよう出前講座などを行いながら、食に対する知識と意識の向上を図っていく必要があ
る。ただし、消費者行政活性化交付金が平成24年度限りとなることから、支出を抑制した形の中でより効果的な啓発方法を模索する必要
がある。【食の安全推進事業】

７．第２期基本計画期間における課題解決のための主な取組み（案）
事業名 計画年度事業概要
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狂犬病予防注射接種率 ％ 66.9 70.0 70.0 73.9 70.0 74.9 70.0

火葬場・墓地の適正管理 100.0 100.0 100.0 100.0霊苑管理料徴収率 ％ 99.2 100.0 100.0

公衆衛生の向上

目標値 実績値 目標値 実績値現在値 目標値 目標値 実績値

４．各施策の成果指標の状況

施策名 成果指標名 単位
平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

70.0 70.0

100.0%
実
績

66.9 73.9 74.9 ―

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 目標達成度

飼い犬はすべて狂犬病の予防注射を行ってい
る！

狂犬病予防接種率 %

目
標

― 70.0

３．各基本方針ごとのベンチマークの状況（目標達成度・Ｈ23実績）
基本方針におけるまちの目標像 ベンチマーク 単位 Ｈ21

畜犬対策事業

狂犬病予防法に定める犬の飼い主の畜犬登録や狂犬病予防
注射を実施いただけるよう、集合注射や啓発等を実施した。
　集合注射　8日間43会場　　　広報くさつへの掲載　3回
　飼い方指導　6件　　　　　　　　畜犬保護　3件

平成12年～（継続）

【H22】
2,020千円
【H23】
1,945千円

火葬場管理運営事業
市営火葬場において、火葬需要に適切に対応しながら、必要
な修繕を実施し、施設の適正な維持管理業務を行った。

昭和55年～（継続）

【H22】
37,922千円
【H23】
78,851千円

野々花霊苑管理事業

市立野々花霊苑において、外周の剪定作業や草刈り、日常の
清掃作業等を実施するなど、適正な維持管理業務を行った。
毎年2,000円／区画の管理料の徴収を行い、未納者を発生さ
せず100%の徴収を行った。

昭和44年～（継続）

【H22】
1,296千円
【H23】
1,955千円

政策体系

１．第１期基本計画期間における取組みの概要

市営火葬場を安心・安全にご利用いただくため、耐震診断結果に基づき、平成２３年度に耐震補強工事を行った。また、耐火レンガの積替えやバー
ナー部品の交換など、必要な修繕を行いながら、火葬炉の維持管理を行っている。
野々花霊苑についても、管理料の納付率１００％で推移できている。平成２３年度に、霊苑内の清掃や草刈業務の外部委託を始めるなど適正な管理に
努めている。
毎年、狂犬病予防注射の集合注射を実施しており、飼い主が狂犬病予防法で定める畜犬登録や狂犬病予防注射を実施するよう啓発に努めている。

２．第１期基本計画期間における主な事業と成果（リーディングプロジェクト、マニフェスト事業、主軸事業等）
事業名 事業概要 実施年度 事業費（決算額・千円）

基本方針の概要 第1期計画策定時の現況 第1期計画策定時の課題

火葬場・墓地の適正管理を行うとともに、公衆衛生の向上
に係る各種の取り組みを行います。

火葬需要に適切に対応し、遺族等へのサービス
の向上と墓地の適正管理に努めています。

火葬場の老朽化が進んでいること、また、
野々花霊苑など公営墓地に対する空きへ
の需要に対応していく必要があります。

第1期基本計画　期末評価
まちづくりの基本方向 　「安心」が得られるまちへ

分野 　生活安心

基本方針 　火葬場・墓地の適正管理と公衆衛生の向上

火葬場・墓地の適
正管理と公衆衛
生の向上

（基本方針） （施 策）

火葬場・墓地の適正管理

公衆衛生の向上

火葬施設の修繕等も含めた適正な管理を行うとともに、野々花霊苑の適正な管
理に努めます。

畜犬登録・狂犬病予防注射の実施をはじめ、公衆衛生の向上に努めます。

（施策の概要）
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火葬場延命化改修事業 H24～（継続）今後も近隣と調和し、安全・安心に運営を行うため、火葬炉から直接排ガスを放出
する排気筒に集塵機を設置する。

６．現状、第１期基本計画期間中の新たな環境変化および今後の課題

・ペットブームや健康志向等により、犬の飼育頭数が増加傾向にあり、近隣トラブルなどの周辺環境の悪化が懸念されるため、畜犬登録
や狂犬病予防接種の啓発と同時に、今まで以上に飼い主のマナー啓発を進めていく必要がある。

・野々花霊苑の使用者の高齢化が顕著に現れており、承継者の不在や管理料の滞納、墓地が放置されてしまうなどの問題が懸念される
ため、使用者の承継の徹底や墓地管理上のルールの周知などを進めていく必要がある。

・火葬場の建物は耐震補強により、リニューアルされたものの、火葬炉等は必要な箇所を修繕しながら使用しているため、今後も必要なタ
イミングで故障等が発生しないよう、適切な修繕を行う必要がある。また、環境面に配慮し、排気筒等の改修を行い排ガス等の対策を強
化する必要があります。

７．第２期基本計画期間における課題解決のための主な取組み（案）
事業名 計画年度事業概要

５．第１期基本計画の成果実績

・狂犬病予防注射接種率は、飼い主への注射への案内や督促状の送付などを行うことで、目標を達成することができた。

・野々花霊苑の管理料の徴収についても、利用者の負担の平等の観点からも滞納につながってはならず、戸別訪問や何度も督促するな
どして、１００％の収納率とすることができた。

・昭和５５年に竣工した火葬場についても、建物の老朽化が進み、耐震診断でも補強が必要とされたが、平成２３年度に施設運営を休止
することなく、耐震補強工事や第２駐車場の拡張整備工事を実施することができた。
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第1期基本計画　期末評価
まちづくりの基本方向 　「安心」が得られるまちへ

分野 　防犯・防災

基本方針 　災害に強いまちづくり

基本方針の概要 第1期計画策定時の現況 第1期計画策定時の課題

市民の防災意識の高揚と自主防災体制の確立、また、常
備・非常備消防の充実、危機管理体制の強化を図るな
ど、災害に強いまちづくりを進めていきます。

まちづくりの基本として市民生活の安心を守って
いくため、地震や火事等の災害に対するまちの
備えを強化充実させてきています。

都市基盤整備による防災機能の強化や建
築物の耐震化を図るとともに、市民意識の
高揚と防災・消防体制の強化充実が求めら
れています。

政策体系

１．第１期基本計画期間における取組みの概要

・「自助」「共助」促進のため、町内会の自主防災組織を対象に補助金交付や出前講座を実施し、防災意識の向上に努めた。
・災害時要援護者登録制度の普及啓発を図るため、学区・地区毎に説明会を実施した。
・災害時の情報伝達体制を確立・強化するため、市内一斉緊急放送システムの整備や防災行政無線のデジタル化を行い、防災倉庫や防災備蓄の増強
を進めた。

２．第１期基本計画期間における主な事業と成果（リーディングプロジェクト、マニフェスト事業、主軸事業等）
事業名 事業概要 実施年度 事業費（決算額・千円）

自主防災組織育成事業
自主防災組織の存在する町内会に運営補助定額１９，０００
円、資機材購入の三分の一（上限１０万円）を補助し、組織が
活発化するよう努めた。H２２：１５４町内会　H２３：１５２町内会

昭和５９年～（継続）
H22：6,049千円
H23：5,808千円

防災対策事業

・学区・地区別防災マップの更新　H２２　草津・笠縫東学区　H23　大路・渋川・山
田学区
・市内一斉緊急放送システムの整備　　７９箇所
・防災行政無線のデジタル化
・地域防災計画の見直し、原子力災害対策編の策定
・防災備蓄倉庫の整備

～継続
H22：303,065千円
H23：78,671千円

消防施設整備事業
市内の消防水利を充実させるため、毎年消防署と協議し、消
防水利の不足している箇所に消火栓を新設した。また、不具
合のある消火栓は適宜修繕を行い、維持管理に努めた。

～継続
H22:25,939千円
H23:17,872千円

広域組合負担金
湖南４市（草津市、守山市、栗東市、野洲市）で負担し、円滑
かつ効率的な消防活動を実施している。

～継続
H22：1,016,355千円
H23：1,088,095千円

消防団活動事業
崇高な郷土愛と使命感を持ち、日夜消防・防災活動に従事さ
れる消防団の装備や活動経費を支弁している。

～継続
H22：35,463千円
H23：46,487千円

３．各基本方針ごとのベンチマークの状況（目標達成度・Ｈ23実績）
基本方針におけるまちの目標像 ベンチマーク 単位 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 目標達成度

地域防災の意識が高い！ 自主防災組織率 %

目
標

― 93.1 95.6 98.0
89.3%

実
績

87.7 88.4 87.5 ―

災害に強いまちづ

くり

（基本方針） （施 策）

自主防災体制の確立と

市民意識の高揚

災害に強い都市基盤の

整備

消防体制の充実

地域防災体制の強化

自主防災組織や災害ボランティアの育成等を進め、防災訓練や防災マップ更

新、災害時要援護者避難支援プランの策定等を通じて、自助・共助の防災意識

の高揚を図ります。

公共施設や住宅の耐震化・不燃化の促進と密集住宅市街地の解消などにより、

災害に強い都市基盤づくりを進めます。

消防・防災体制に係る人的資源の充実を図るとともに、消防活動に必要な設備

の整備や維持を行い、迅速・確実な活動を確保し、また、業務の広域化により

効率化に努めます。

災害時に即応できる防災体制と情報伝達体制等を確立・強化するほか、計画

的な備蓄確保や防災拠点・避難所等の整備などに努めます。

（施策の概要）
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４．各施策の成果指標の状況

施策名 成果指標名 単位
平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
現在値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

自主防災組織の確立と市民
意識の高揚

自主防災組織率 ％ 87.7 100.0 100.0 93.4 100.0 92.5 100.0 ―

市民防災員配置率 ％ 46.6 40.0 50.0 54.4 60.0 58.1 60.0 ―

災害時要援護者登録率 ％ 0 0 40 42.2 44 37.1 40 ―

災害に強い都市基盤の整
備

消防水利充足率 ％ 95.4 98 96 97.4 97.5 98.7 99 ―

消防体制の充実 火災発生件数 件 30 30 28 24 26 26 24 ―

地域防災体制の強化 実消防団員数/定数 ％ 90 90 92 91.2 94 94.7 96 ―

５．第１期基本計画の成果実績

・町内会に対しては、災害図上訓練や出前講座の実施や災害時要援護者登録制度の開始、減災シンポジウムの開催などを通じて、防
災意識の高揚を図るとともに、自主防災組織事業補助金を交付することで、各町内会での訓練実施や防災備品整備を支援し、地域防災
力の向上を推進した。また、新たに学区・地区毎への減災協働コミュニティ事業補助金を創設し、地域全体で取組む防災訓練等への補
助を行い、地域全体の防災体制の強化に取組んだ。
・全国で初の取組みとなるコミュニティＦＭラジオの電波を活用した市内一斉緊急放送システムの整備や防災行政無線のデジタル化、全
小学校への防災備蓄倉庫の配備、各種防災備蓄（災害用トイレ、浄水装置、仮設給水栓、放射線測定器等）の増強など、市の防災力の
向上に努めた。
・老朽化する消防署の移転改築準備を進めるとともに、非常備消防では、全国的に消防団員数が減少しているなか、着実な増加に取組
んだ。
・地域防災計画にこれまでからある震災対策編、風水害対策編の総点検、総見直しに加え、大規模事故対策編、原子力災害対策編を
新編し、災害対策本部各部各班の災害対応マニュアルも見直しにも取組んだ。

６．現状、第１期基本計画期間中の新たな環境変化および今後の課題

・東日本大震災発生後、住民の防災意識の向上が見られ、各町内会や学区地区のリーダーを中心に、災害対策・減災対策の取組み強
化が図られている。その一方で、依然として取組みが進まず、自主防災組織の未設置町内会や、設置済みであっても具体的な取組みの
ないところもあり、両者に大きな隔たりが生じている。これら取組みが活発でない地域は、町内会活動自体が活発でなかったり、中核とな
る防災リーダーが不在であり、市域全体のレベルアップを図っていくためにも、これまで取組んできた、市民防災員の養成、自主防災組
織の活性化の取組みに加え、学区・地区全体にスポットを当てた事業を展開することで、そういった団体も含めて防災対策の取組み強化
を図っていく。

７．第２期基本計画期間における課題解決のための主な取組み（案）
事業名 計画年度事業概要

消防団第８分団新設事業 H２６～H28

防災対策強化事業 H24～H28

消防団第３分団を分割し第８分団を新設することにより、玉川・南笠東学区の地域防災力を
高める。

これまでの事業に加え、幼少期から防災意識高揚を図る子ども達の防災教育や外国人も含
めた災害時要援護者対策、学区・地区対象の減災協働事業補助の推進など、幅広い取り組
みを実施し、更なる本市の防災体制の強化を図る。
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3

4

5

174.9 170.0 170.0 150.0 ―152.6177.9170.0

自主防犯活動の展開と市民
意識の高揚

防犯設備の維持・整備
犯罪率 件

目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

４．各施策の成果指標の状況

施策名 成果指標名 単位
平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
現在値 目標値

1,000 1,000

54.1%
実
績

2,000 2,118 1,850 ―

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 目標達成度

犯罪認知件数が減る！ 犯罪認知件数 件

目
標

― 1,500

自主防犯団体補助金

・有志により結成された防犯ボランティア組織に対し、その活動
に要する経費を助成する。

　H２２：２団体、H２３：２団体へ補助

～継続 H23 : 60千円
H22 : 60千円

３．各基本方針ごとのベンチマークの状況（目標達成度・Ｈ23実績）
基本方針におけるまちの目標像 ベンチマーク 単位 Ｈ21

地域安全連絡協議会補助金

・各学区に設立された地域安全連絡協議会が実施する防犯
活動に対して、その必要な経費を助成する。

　H２２：１２学区、H２３：１３学区へ補助

～継続 H23 : 620千円
H22 : 640千円

防犯マップ作成事業

・参加者が主役となり体験を通して学ぶ体験型防犯教室を学
区・地区ごとに開催し、危険情報や安全情報をまとめた防犯
マップを順次作成のうえ、全戸配布する。
H23年度は立命館大学、玉川小学校、地元住民を交えた１００
名規模のまち歩きを２回実施し、成果品として玉学区防犯マッ
プを作成した。

平成２３年度～継続 H23 ：84千円

防犯灯新設事業

・毎年６０灯の枠を学区に配分し、学区からの要望に基づき市
が防犯灯を設置する。
・学区への枠配分とは別に長い区間で防犯灯が整備されてい
ない新設道路を市が一括して集中整備を実施する。
　H２２：５５灯、H２３：１３２灯設置

～継続 H23 : 15,077千円
H22 : 　5,381千円

防犯灯省電力化事業

・市設置の水銀灯型防犯灯を、より長寿命・省電力なLEDなど
に転換を図り、維持管理費の軽減やCO２削減など、エコで明
るく犯罪が起こりにくい環境を構築する。H２３年度で事業完
了。

H２１年度～H２３年度
H23 : 19,539千円
H22 : 24,990千円
（H21 : 110,230千円）

政策体系

１．第１期基本計画期間における取組みの概要

地域住民や警察と連携し、啓発活動を精力的に展開すると共に、市防犯灯の省電力化や一括集中整備、また平成２４年度からは町内会防犯灯のＬＥＤ
化を支援するＬ－チェン事業を開始し、夜間の良好な照明環境の構築に努めるなど、犯罪のないまちづくりを進めた。

２．第１期基本計画期間における主な事業と成果（リーディングプロジェクト、マニフェスト事業、主軸事業等）
事業名 事業概要 実施年度 事業費（決算額・千円）

基本方針の概要 第1期計画策定時の現況 第1期計画策定時の課題

地域防犯活動の展開を充実させながら市民の防犯意識
の高揚を図り、犯罪のないまちづくりを進めていきます。

市民一人ひとりの防犯意識と、地域コミュニティ
の醸成による犯罪抑止力の向上を図ることで、犯
罪のないまちづくりを進めてきています。

市民の防犯意識のいっそうの向上と地域防
犯活動の展開、また、不安箇所の解消等に
よって犯罪を未然に防ぐまちづくりをさらに
進める必要があります。

第1期基本計画　期末評価
まちづくりの基本方向 　「安心」が得られるまちへ

分野 　防犯・防災

基本方針 　犯罪のないまちづくり

犯罪のないまちづ

くり

（基本方針） （施 策）

自主防犯活動の展開と市

民意識の高揚

防犯設備の維持・整備

学（地）区単位の防犯組織や防犯ボランティア団体などへの活動支援や地域防

犯マップの作成など、地域における自主防犯活動の展開を通じて市民の防犯

意識の高揚に努めます。

防犯灯の設置および維持、また、防犯設備の設置促進などにより、犯罪を未然

に防ぐまちづくりを進めていきます。

（施策の概要）
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3

自転車盗削減 Ｈ２４～（継続）

Ｌ－チェン Ｈ２４～Ｈ２６

民間駐輪場への指導的立場として、人感スピーカーやポスターの設置など、先ずは市営駐
輪場対策を徹底する。また、民間駐輪場対策として、ワーストランキングの作成や公開、ラン
キングに基づき警察との指導を強化するなど、事業者が主体的に対策を取り組むよう意識改
革を行う。

町内会管理の蛍光灯型防犯灯のＬＥＤ化をはかり、夜間の良好な照明環境の構築を支援
し、エコで明るく犯罪につよいまちづくりを推進する。

５．第１期基本計画の成果実績

・防犯設備：平成２３年度をもって市内全ての防犯灯の省電力化ならびに市道における防犯灯一括集中整備を完了した。
・啓発：警察や地域住民と精力的に啓発を実施し、市内で多発する乗物盗やひたっくり、振り込め詐欺防止対策などを推進した。
・犯罪率：人口１万人あたりの犯罪件数を表す犯罪率は平成２１年、平成２２年度ともにワースト１位であったが、地域住民や警察と連携し
た防犯対策に取り組んできた結果、平成２３年度は犯罪率前年比２５．３件減となり、ワースト１位からワースト２位へと改善した。

６．現状、第１期基本計画期間中の新たな環境変化および今後の課題

犯罪件数の中で約８割を占めている窃盗犯は平成２３年度において前年比９１％と減尐したが、自転車盗については前年比１０３％と増
加している。自転車盗については全犯罪認知件数８割を占める窃盗犯の約４割を占めていることから、自転車盗の削減をいかに推進す
るかが大きな課題となっている。これまでの一般市民への啓発に加えて、特に盗難件数の多い民間駐輪場への啓発・指導を強化し、事
業者に主体的に盗難対策をとらせるなど、市民一人ひとりはもとより、事業者の意識啓発をはかっていく必要がある。
また、自転車盗のほか、ひったくりや車上狙い、振り込め詐欺などについても依然として多発しているが、これらの犯罪は市民一人ひとり
の心がけで防ぐことができるものであることから、引き続き警察と連携して啓発を実施していく。

７．第２期基本計画期間における課題解決のための主な取組み（案）
事業名 計画年度事業概要
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（）内は認可面積見直し後の数値

79.2 100.0 84.2 100.0 ―

62.3 67.8
（65.5）

60.2
（62.3）

68.2
（65.9）

―

65.8 75.2 75.3 90.3 ―

要望件数に対する実施率 ％ 86.4 100.0 100.0

伯母川整備進捗率 ％ 52.5 54.4 67.9

66.462.062.1％

目標値 実績値

４．各施策の成果指標の状況

施策名 成果指標名 単位
平成21年度 平成24年度
現在値 目標値

88.3%
(91.4％)

（）内は認可面積
見直し後の数値

実
績

62.1

実績値 目標値

62.3
(60.2)

―

66.4

目標値 実績値

Ｈ24

平成22年度 平成23年度

治水対策が進んでいる！
雨水排水路整備率
（進捗／計画）

%

目
標

― 67.8
(65.5)

68.2
(65.9)

62.3

３．各基本方針ごとのベンチマークの状況（目標達成度・Ｈ23実績）
基本方針におけるまちの目標像 ベンチマーク 単位 Ｈ21 目標達成度Ｈ22 Ｈ23

河川維持補修事業
河川や水路の補修工事を、市民や町内会からの要望や通報
に基づき、必要に応じて行います。

Ｈ22：34,372千円
Ｈ23：36,862千円

公共下水道事業（雨水）

大雨による家屋等の浸水被害の軽減・未然防止を図るため、
雨水排水路の整備を行いました。
【Ｈ22】
・狼川6-１雨水整備　Ｌ＝280ｍ
・北川第3排水区雨水整備　Ｌ＝88ｍ
・新浜第2排水区雨水整備　Ｌ＝63ｍ
【Ｈ23】
・狼川6-1雨水整備　Ｌ＝96ｍ
・新浜第2排水区　Ｌ＝24ｍ

Ｈ23年度末現在の整備済面積：549.1ha

昭和49年～（継続） Ｈ22：151,444千円
Ｈ23：120,814千円

実施年度 事業費（決算額・千円）

河川改修事業
（親水性河川整備事業）

伯母川の護岸改修工事を行いました。
【Ｈ22】
護岸工事　Ｌ＝173ｍ
【Ｈ23】
護岸工事　Ｌ＝99ｍ

H12～H25 Ｈ22：35,419千円
Ｈ23：16,954千円

第1期計画策定時の課題

河川・排水路の適切な整備と管理による治水対策を行い
ます。

市内に、排水能力が不足している河川が存在し
ていることから、大雨時に河川の氾濫が危惧され
ます。

重点整備による効率的な整備が必要です
が、雨水排除に重要となる一級河川整備の
進捗の遅れが、雨水整備計画の支障となっ
ています。

政策体系

１．第１期基本計画期間における取組みの概要

河川改修事業
（親水性河川整備事業）

河川維持補修事業

公共下水道事業（雨水） 公共下水道（雨水）整備進捗率

基本方針の概要 第1期計画策定時の現況

・大雨による家屋等の浸水被害の軽減・防止を図るため、雨水排水路の整備を行いました。
・河川・水路を補修整備を行い、雨水排水能力の維持・向上させ、浸水の防除を図りました。

２．第１期基本計画期間における主な事業と成果（リーディングプロジェクト、マニフェスト事業、主軸事業等）
事業名 事業概要

第1期基本計画　期末評価
まちづくりの基本方向 　「安心」が得られるまちへ

分野 　防犯・防災

基本方針 　治水対策

治水対策

（基本方針） （施 策）

河川・排水路の整備

公共下水道雨水幹線の整

備

河川・排水路の適切な整備により、まちの雨水排水能力の向上と浸水の防除を
図るとともに、一級河川の早期整備に向けて取り組みます。

大雨による家屋等の浸水被害の軽減・未然防止を図るため、雨水排水路を整備

します。

（施策の概要）
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2

3 公共下水道事業（雨水） 昭和49年～（継続）
引き続き、大雨による家屋等の浸水被害の軽減・未然防止を図るため、雨水排水路の整備
を行います。

河川改修事業
（親水性河川整備事業）

H12～H25

河川維持補修事業

伯母川の護岸改修工事を完成させる。

河川や水路の補修工事を、市民や町内会からの要望や通報に基づき、必要に応じて行いま
す。

・伯母川の護岸改修を２６５ｍ進めました。

・雨水整備工事を行い、雨水排水路を５５１ｍ整備しました。

６．現状、第１期基本計画期間中の新たな環境変化および今後の課題

・平成２２年度に事業認可面積の見直しを行なわれ認められた結果、計画面積が増加しました。そのため、上記のベンチマークの
　指標および各施策の成果指標の数値に変更がありました。
　
・洪水ハザードマップに内水の情報を加えることで高度化を図り、市民の防災意識向上に努めてまいります。

・予算の国補予算内示額の不足により延期した工事があるため、目標を達することが出来ませんでした。

・１期に進めた事業について、予算の確保に努め引き続き進めてまいります。

７．第２期基本計画期間における課題解決のための主な取組み（案）
事業名 計画年度事業概要

５．第１期基本計画の成果実績

58


